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諸外国における外国人の受入制度及び受入環境整備に係る調査・研究 報告書概要版（令和 4年 12月） 

 

 フランス ドイツ 英国 米国 カナダ 

 

1 外国人受入れ及び受入環境整備に係る現在の法制度及び現況 

1.1 受入れている外国人の
現状 

     

 総人口に占め

る割合 

・ 総人口に占める移民（定義：「フ

ランスの国外で出生し、出生時
に外国籍であったが、現在はフ
ランスに居住している者」）の

割合は 10%。 

・ 総人口に占める外国人（外国

籍）の割合は 13%。 

・ 総人口に占める外国籍の割合

は 9%、外国出生者の割合は
14%。 

・ 総人口に占める外国出生者の

割合は 14%。 

・ 総人口に占める外国出生者

の割合は 22%。 

 国籍・地域別の

割合 

・ 移民の 48%はアフリカ出身。

国別で最多はアルジェリア。 

・ 外国人の 69%が欧州国籍。国

別で最多はトルコ。 

・ 外国籍のうちEEA諸国生まれ

は 57%。 

・ 外国出生者の 50%はラテンア

メリカ出身。 

・ 外国出生者の 48%は中東を

含むアジア出身。 

 性別の割合 ・ 移民の 52%が女性。 ・ 外国人の 53%が男性。 ・ イングランドの非英国出生か
つ非英国籍者の 52%が女性。 

・ 外国出生者の 51%が女性。 ・ 移民増加数の 51%は男性。 

 年齢別の割合 ・ 移民の 52%が 25-54 歳。 ・ 外国人の 49%が 20-45 歳未
満。 

・ 外国出生者の70％が26-64歳。 ・ 外国出生者の 37%が 25-44歳。 ・ 移民増加数の 39%は 25-34

歳。 

 職種別の割合 ・ 移民の職種で最も多いのは従
業員（一般的な企業の社員等）
（30%）。 

・ 25～65 歳未満の「移民の背
景を持つ人」（定義：「①ドイ
ツ国籍の有無は問わず、ドイ

ツ生まれではなく、かつ
1950 年以降に移住した人、
②ドイツ人であって、両親の

いずれかが①を満たす人」）
の職種で最も多いのは勤務
者（事務的労働）（55%）。 

・ 外国出生者の業種で最も多い
のはヘルス＆ソーシャルワー
ク（16%）。 

・ 外国出生者の職種で最も多い
のは経営、ビジネス、科学、芸
術（34%）。 

・ 全雇用者数に占める移民労
働者の比率が高い業種は宿
泊・飲食（35%）、金融・保険・

不動産・リース（34%）、運輸・
倉庫（33%）。 

 在留資格等別
の割合 

・ 1年以上の在留資格者（2019年
資格取得者）の在留理由で多い

のは「家族のため」106,213 人
（41%）、「教育のため」64,262

人（25%）、「人道的な理由のた

め」33,800 人（13%）、「仕事の
ため」30,888 人（12％）。 

・ 外国人の在留資格別人口で
多いのは「EU 法の下での移

動の自由の権利」5,206,430

人（44%）、「有期滞在許可証」
2,648,430 人（22%）、「永住

許可証」2,560,335 人（22%）、
「滞在許可証なし」921,600

人（8%）、「滞在許可申請書」

471,520 人（5%）。 

・ 入国時に使用された査証数（短
期滞在含む）で多いのは「就学

ビザ」471,802 人（33%）、「観
光ビザ」404,037 人（31%）「就
労ビザ」239,987 人（18%）、

「BNO ビザ」75,961 人（6%）、
「EU Settlement Scheme 家
族ビザ」59,254 人（5%）。 

・ 2021 年の受入数でみると、移
民ビザで多いのは「米国市民の

近親者」385,396 人（52%）、
「雇用に基づく優遇」193,338

人（26%）、「家族に基づく優遇」

65,690（9%）。非移民ビザで多
いのは「観光ビザ等」9,055,378

（66%）、「一時滞在労働者とそ

の家族」1,843,944 人（14%）、
「 ビ ジ ネ ス 来 訪 者 等 」
1,346,208（10%）。 

・ 2020 年の永住者の入国許可
数における在留目的は「経済

移民」106,422 人（58%）、「家
族滞在 許可」 49,290 人
（27%）、「難民・保護対象者」

25,486 人（14%）、「人道的目
的・その他」3,408 人（2%）。 

 賃金 ・ 移民の年間平均給与はフラン
ス国民よりも 26％低い水準。 

（本調査では確認できなかっ
た） 

・ 英国民の平均月間賃金は移民
労働者よりも 6.9%高い。 

・ 16 歳以上かつ収入がある外国
人のうち 26%が所得額 75,000

ドル以上だが、米国籍保有者と

・ 大卒者の移民の平均週間賃
金はカナダ出生者の平均の
87%。 
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比較すると高所得者は少ない
傾向にある。 

1.2 関係法令 【主要な法令】 

・ 外国人の入国・滞在および亡命
の権利に関する法律 

・ 2006 年 7 月 24 日の移民と統
合に関する法律 

・ 2007 年 11月 20日の管理され

た移民、亡命権、統合の成功の
ための法律 

・ 2016 年 3 月 7 日の外国人の権

利に関する法律 

・ 2018 年 9 月 10 日の管理され
た移民、亡命権、統合の成功の

ための法律 

【主要な法令】 

・ 移住法 

・ 連邦領域における外国人の

滞在、経済活動及び統合に関
する法律 

・ 専門人材移民法 

・ 外国人中央登録簿法 

・ 統合法 

・ 専門職資格の同等性の認定

に関する法律 

 

【主要な法令】 

・ 英連邦移民法 

・ 移民法（1971 年） 

・ 移民および亡命法（1999 年） 

・ 移民・亡命・国籍法（2006 年） 
・ 移民法（2014 年） 

・ 移民法（2016 年） 

・ 国籍・国境法（2022 年） 

・ 移民と社会保障調整（EU 離

脱）法 

【主要な法令】 

・ 1924 年移民法 

・ 1952 年移民及び国籍法 

・ 1965 年改正移民法 

・ 1986 年移民改革統制法 

・ 1990 年移民法 

・ 1996 年不法移民改正及び移民
責任法 

・ 1998 年米国の競争力及び労働

力改善法 

・ 21 世紀における米国の競争力
法 

・ 2004 年 H-1B ビザ改正法 

・ 2009 年米国人労働者を雇用す
る法 

【主要な法令】 

・ 市民権法 

・ 移民・難民保護法 

・ 社会保障協定 

1.3 関係機関 【主要な機関】 

・ フランス移民・統合局 

・ 在仏外国人総局（DGEF） 

・ キャンパス・フランス 

・ 欧州外務省 

・ 経済・雇用・労働・連帯担当地

域総局 

・ 雇用センター 

【主要な機関】 

・ 連邦内務省 

・ 連邦移民・難民庁（BAMF） 

・ 連邦外務省 

・ 連邦労働社会省 

・ 闇労働税務監督局 

・ 職業認定のための中央サー
ビスセンター 

・ 中央外国・専門職業仲介局 

・ 外国人局 

【主要な機関】 

・ 内務省 

・ 移住諮問委員会 

・ Office of the Immigration 

Services Commissioner

（OISC） 

・ 移民担当国務大臣 

【受入後の管理体制】 

・ スポンサービザに関すること

は「スポンサーシップ管理シス
テム」を通じてスポンサー（雇
用主または教育機関）が内務省

ビザ・移民局に報告しなければ
ならない。 

【主要な機関】 

・ 国土安全保障省 

・ 労働省 

・ 国務省 

・ 保健福祉省 

 

【主要な機関】 

・ 移民・難民・市民権省（IRCC） 
・ 公安省 

・ 雇用・社会開発省（ESDC） 

・ カナダ移民難民局（IRB） 

・ World Education Services 

1.4 受け入れる外国人のカ
テゴリー 

     

主
な
就
労
者
向
け
カ
テ

ゴ
リ
ー
※ 高度・熟練 ・ 人材パスポート 

・ ドイツの大学の卒業者 

・ EU ブルーカード保有者 

・ 研究者 

・ シニアスペシャリスト 

・ グローバルタレント 

・ EB-1 

・ EB-2 

・ E-1 貿易家 

・ H-1B高度な専門知識を必要と
する分野での専門職 

・ Global Talent Stream  

・ Federal Skilled Worker 

Program 

・ Federal Skilled Trades 

Program 

・ Canadian Experience Class 

・ アカデミア 

 
・ 従業員または派遣社員 

・ 一般的な複数年滞在許可証 

・ 高度資格労働者 

・ 企業内転勤 

・ 専門技術者 

・ 医療・介護従事者 
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・ ICT に関連する業務に従事す
る社員 

中程度・半熟練  
・ 学術以外の職業資格を持つ

者 
 ・ EB-3  

 ・ 季節労働者    

・ 季節農業労働者プログラム 

・ 農業ストリーム 

・ ケアギバー 

低度・非熟練  ・ 職業資格がない者 ・ 季節労働者ビザ 
・ H-2A 一時的農業労働者 

・ H-2B 非農業系臨時労働者 
 

 高度・熟練カテ

ゴリーで求め
られる主な基
準 

・ 学位、収入等 
・ 資格、教育（学位等）、職業経

験、収入等 

・ 職務レベル（学位等）、語学、
収入、資格等 

・ 学位、職業経験、職業ライセン
ス等 

・ 収入、学位、職種、職業経験
等 

 家族帯同の可
否 

・ 季節労働者ビザは、家族帯同は
不可。 

（本調査では確認できなか
った） 

・ 季節労働者ビザは、家族帯同は
不可。 

・ H-2A 及び H-2B は、家族帯同
は可。 

・ 農業ストリーム及びケアギ
バーは、家族帯同は可。 

1.5 外国人受入れに係る基
準等 

【労働市場テスト】 

・ 地方圏ごとに人手不足職種リ
ストが定められている。 

・ 県は統計情報により雇用の緊
迫度を評価する。 

・ 雇用主は公共の職業安定所に

3 週間の求人広告を出す必要
がある。 

【受入人数枠】 

・ 職種等によって受入れ人数枠
の設定等はしていない。 

【転職制限】 

・ 専門職（人材パスポート）の場
合、次の雇用主を見つけ申請を
すれば転職ができる。一方、季

節労働者等、短期の労働者の雇
用主の変更は基本的には制限
され、最低雇用期間（雇用主と

従業員の間で自由に設定）によ
り変わる。 

 

【労働市場テスト】 

・ 第三国（EEA 諸国およびス
イス以外）の外国人が就労を

目的として滞在を希望する
際、国内求職者の就労優先と
保護を目的に労働市場テス

トに相当する「優先権審査」
や当該外国人の労働条件（特
に賃金）が、同等の専門技能

を持つ国内労働者の労働条
件と同等かという「同等性審
査（比較性審査）」が実施され

る。 

・ ただし、「専門職移住法」に定
義された専門職等では免除

規定がある。 

【受入人数枠】 

・ ドイツに来ることができる

熟練労働者の数に制限はな
い。 

【転職制限】 

・ 雇用が終了する場合は管轄
の外国人当局に通知しなけ
ればならない。ただし、2 年

間の強制保険又は 3 年間の
継続滞在等を条件として外
国人の雇用に連邦雇用庁の

【労働市場テスト】 

・ 専門技術者ビザに関しては労
働市場テストは課されない。一

方、専門技術者ビザはポイント
制により許可基準が定められ
ているが、不足職業リストに掲

載の職種の場合はポイントを
得られる。 

【受入人数枠】 

（本調査では確認できなかっ
た） 

【転職制限】 

・ 専門技術者ビザに関しては、転
職（新たな雇用主となる場合）、
異なる職種コードへの転職変

更、不足職種リストに記載のあ
る職を辞め、リストにない仕事
へ転職する場合は、ビザの更新

が必要。 

 

【労働市場テスト】 

・ 永住権保持者（EB-2 および
EB-3）の雇用予定者は、雇用主

が外国人従業員を働かせよう
とする地域の当該職種の標準
給与で、当該職務を引き受ける

能力、資格、意思を持つ応募者
が米国内に存在しないこと、お
よび、外国人労働者を雇用する

ことで、同様に雇用されている
米国人労働者の賃金や労働条
件に悪影響が及ぶことはない

ことを確認する必要がある。 

【受入人数枠】 

・ 家族関係、雇用関係、多様性の

三種類の移民ビザについては、
数量的な制限がある。 

【転職制限】 

・ 以下の条件が満たされた場合
にのみ、転職が認められる。 

・ 申立先による雇用の申し出

が継続中。 

・ 適格請願書に基づいて提供
された雇用と同一または類

似の職業分類において、新
規オファーを受けている。 

・ 申請者とその雇用予定者

【労働市場テスト】 

・ 外国人を雇用した場合のカ
ナダ国内の労働者への影響

を評価する「労働市場影響評
価（LMIA）」が雇用・社会開
発省により発行される。

LMIA を必要としない労働
許可証もあるが、一時的短期
外国人労働者プログラム利

用者は、必ず LMIAを取得す
る必要がある。 

【受入人数枠】 

・ 政府は移民受入計画を策定
し、受け入れる新永住者の目
標値を定めている。 

【転職制限】 

・ 雇用主指定の労働許可証を
持っている人が転職を希望

する場合、新しい雇用主のも
とで新しい労働許可証を申
請する必要がある。 
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許可は不要となる。 は、申請者が合法的永住権
を付与された後、一定期間
内に、上記の継続または新

規雇用オファーの下で雇用
する意図を示す。 

 【永住権】 

・ 永住許可証は 10年の長期滞在
許可証を更新する際に発行さ

れる。 

【帰化】 

・ 帰化の主要な要件は以下の通

り 

・ フランスに居住しているこ
と、フランスへの利益（特に

職業的利益）および家族関
係の中心がフランスにある
こと。 

・ 原則としてフランスに 5 年
以上居住していること。 

・ 原則として申請時に有効な

滞在許可証があること。 

・ フランス語の十分な知識が
あること。 

・ フランスの歴史や文化な
ど、フランス社会への同化
を証明する必要がある。 

・ 安定した十分な収入がある
こと。 

【永住資格を喪失する要件】 

・ なし（無条件で更新可能） 

【永住権】 

・ 「熟練専門家」の永住権の要
件は以下の通り。 

・ 滞在許可証を 4年間保有。 
・ 公的資金を使用せずに生

活費をまかなうことがで

きる。 

・ 法定年金保険料または任
意保険料を 48か月分支払

っている。 

・ 申請者が資格を持ってい
る、または資格に十分見

合った仕事に就いてい
る。 

・ ドイツ語の十分な知識、

および法律や社会秩序、
ドイツの生活様式に関す
る知識を有している。 

・ 自分と家族のための十分
な居住スペース。 

【帰化】 

・ 帰化の要件は以下の通り。 

・ 身元と国籍が明確。 

・ 合法的で通常の居住地が

少なくとも 8 年間ドイツ
国内。 

・ 永住権に基づく帰化時の

滞在権がある。 

・ 自由で民主的な憲法秩序
にコミットし、忠誠宣言

を行う。 

・ 独立した生計手段を持
つ。 

・ 以前の国籍を喪失または
放棄した。 

・ 刑事犯罪を理由に有罪判

決を受けない。 

【永住権】 

・ 「専門技術者ビザ」からの場
合、以下が申請の要件。 

・ 5 年間の英国滞在を満了 

・ 12か月のうち 180日間を英
国外で過ごしていない。 

・ 複数のビザを所有していな
い。 

・ 年収が 25,600 ポンド、1 時

間あたり 10.10 ポンド、ま
たは該当職種の実勢給与額
のどれか高いものを満たし

ている。 

・ 永住権を得た後も引き続き
同じ職に就き給与要件を満

たしていること（雇用主か
らの文書が必要）。 

・ 18 歳から 64 歳の場合、英

国生活に関する十分な知識
と十分な英語力を有してい
ることを証明する試験を受

ける。 

【帰化】 

・ 帰化には以下の条件をすべて

満たす必要がある。永住権を保
持している人は＊が免除され
る。 

・ ＊：必要な期間（原則 5 年
間）合法的に英国に居住し
ており、長期に渡る海外滞

在期間がない。 

・ 申請資格期間の初日に英国
に滞在していた。 

・ ＊：申請日時点で基本的に
合法的に英国に滞在できる
期間の制限を満たしてお

り、少なくとも 12 か月間滞

【永住権】 

・ 「EB- 3 熟練労働者、専門職、
その他未熟練労働者」の場合、

以下が許可基準 

・ 請願書に、労働省から承認
された個別の労働証明書を

添付する。 

・ 米国から正社員の求人。 

・ 米国内で適格な労働者が得

られない仕事を行うこと。 

・ 熟練労働者の場合：2 年以上
の職務経験、教育、または職

務上の要件を満たす訓練を
受けていること。 

・ プロフェッショナルの場

合：米国のバカロレア資格
またはそれに相当する外国
の学位を有すること。 

・ 未熟練労働者の場合：一時
的または季節的性質を持た
ない未熟練労働（2 年未満の

訓練または経験を必要とす
る）を行う能力を証明する
こと。 

【帰化】 

・ 帰化の申請者の 9 割は以下の
条件により申請している。 

・ 18 歳以上で、特別な事情が
ない 

・ 永住権保持者としての期

間：5 年 

・ 継続的な滞在期間：6 か月以
上米国を離れることなく 5

年間 

・ 米国における実質的な滞在
期間：30 か月 

・ 州または USCIS 地区での

【永住権】 

・ 外国での職務経験を持つ熟
練労働者のための「Federal 

Skilled Worker Program」の
場合、以下の条件を満たす必
要がある 

・ 英語またはフランス語の
高い語学力（レベル 7）。 

・ 管理職、大学の学位を必

要とする専門職、大学の
卒業証書や実習を必要と
する技術職に該当する職

業である。 

・ 過去 10 年以内に、特定の
職業で 1 年間の継続的な

実務経験がある。 

【帰化】 

・ 帰化の要件は以下の通り。 

・ 永住権保持者である。 

・ 過去 5 年間のうち少なく
とも 3 年間（1,095 日）カ

ナダに居住している。 

・ 税金申告している。 

・ 市民権テストに合格して

いる。 

・ 英語またはフランス語の
語学力を証明できる。 

【永住資格を喪失する要件】 

・ 永住権を維持するには、過去
5年間に少なくとも730日間

カナダに滞在している必要
がある（継続的でなくとも
可）。 

・ 以下の場合、永住者の資格を
失う可能性がある。公式に決
定が下されるまで自動的に

永住権が失われることはな
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・ 適切なドイツ語スキルが
ある。 

・ ドイツの法的・社会的秩

序と生活条件に関する知
識がある。 

・ ドイツの生活様式への統

合が保証されなければな
らない。 

【永住資格を喪失する要件】 

・ 次の場合、永住権を失う可能
性がある 

・ 申請時に虚偽の情報また

は文書を提供した。 

・ 公安または公共政策に対
する重大な脅威とみなさ

れる。 

・ 6 か月以上連続してドイ
ツ国外に滞在している。 

・ EU 加盟国への長期滞在
許可を取得している。 

在している。 

・ 英国を将来の故郷とする。 

・ Life in the UK test に合格

している。 

・ 英語等の十分な知識を有し
ていることを示す。 

・ 人柄が良い。 

【永住資格を喪失する要件】 

・ 英国から強制送還された場合、

永住権は失われる。 

・ 次に当てはまる場合、永住権を
取り消されることがある。 

・ 強制送還の対象となるが、
難民条約または欧州人権条
約に基づく英国の義務など

の法的理由により取り消し
できない場合。 

・ 海外での合計滞在期間を偽

っていた場合。 

・ 難民として永住権が与えら
れたが、難民でなくなった

場合。 

滞在期間：3 か月 

・ 倫理観と良好な人格 

・ 英語と公民の知識 

・ 憲法への忠誠 

【永住資格を喪失する要件】 

・ 以下の場合、永住権を喪失す

る。 

・ 移民審査官が最終的な退去
命令を出した場合（悪質な

犯罪など有罪判決を受けた
者等）。 

・ 永住権が条件付きで付与さ

れた場合、その後、条件を満
たす際に詐欺行為があった
ことが判明した場合。 

・ 意図的な永住権の放棄（米
国外の長期滞在等）。 

い。 

・ 審査の結果、裁定者が永
住者でないと決定した場

合。 

・ 自発的に永住者の資格を
放棄した場合。 

・ 退去命令が出された場
合。 

・ カナダ国民へと帰化した

場合。 

 

 

2 外国人受入れ及び受入環境整備に係る政策等 

2.1 外国人受入れ及び受入
環境整備に係る政策の基本

方針 

・ 2006 年 7 月 24 日の移民と統
合に関する法律の成立により、

国が必要とする移民を選別し
て受入れ、社会への同化や統合
を目指す選択的移民政策に転

換。 

・ 2003 年に導入された「共和国
統合契約（CIR）」は外国人に対

する市民教育、言語教育を推進
することにより、外国人がフラ
ンス社会にとけこみ、フランス

的な考え方を身につけること
を目的としている。 

・ CIR は、所定の語学レベルに達

した CIR 署名者数の比率や、
雇用センター等に登録した
CIR 署名者数の比率で評価さ

れる。 

・ ドイツの統合に関する国家
行動計画は、連邦、州、地方

の当局が他のパートナーと
協力し、ドイツに住むすべて
の人が社会に貢献できるよ

うにすることを確実にし、移
民が新しい環境に足を踏み
入れ、ドイツ語を学び、学校

に通い、仕事を見つけられる
ように支援するものである。 

・ 2021 年に完成した新しい統

合行動計画（NAP-I）は、外
国人と新規移民にのみ適用
される。NAP-I の主な目的

は、官民の協力のもと、移民
を社会に統合することであ
る。 

 

・ 2020 年、EU 離脱に伴い EU-

英国間の移動の自由が終了。 

・ 2021 年には、合法移民と国境
管理に関する新移民政策の戦
略声明が発表された。 

・ 同年、これらを議論するため、
政府関係者や一般市民を巻き
込んだ協議会が実施された。

2022 年には、新移民政策が策
定された。本政策では、新ポイ
ント制度の概要、目的別に英国

に来るための手法（旅行・就労・
就学など）、入国手続、不法移
民に対する対応などに関して

細かく記載されている。 

・ 外国人受入れに係る政策につ
いて、過去 30 年間、米国議会

は合法的なビザ制度を改革・再
構築するための新たな法案を
通過させることができなかっ

た。そのため、新しい政策の導
入は、米国大統領による大統領
令により行われてきた。 

・ オバマ政権は無許可で子供時
代に親と国境を越えた人たち
を強制送還から保護するため、

国外退去の一時的な免除を与
える大統領令を発表した。 

・ トランプ政権は、国土安全保障

省に対して、国境の壁の計画と
建設、収容施設の増設、非市民
の拘束・排除の全国展開等を指

示する大統領令等を発表した。 

・ 「 The 2022–23 

Departmental Plan for 

IRCC」は、新型コロナウイ
ルス感染症大流行からのカ
ナダの経済復興を強化し、深

刻な労働力不足に対処し、多
様性を支援し、将来に向けて
コミュニティを構築する目

的の下、移民受け入れを推進
する IRCC の計画である。 

・ 移民・難民が経済的自立を果

たし、労働力の増加に貢献す
るために設定された、IRCC

の指標は、下記のとおりであ

る。 

・ 新規移民のうち、雇用さ
れている人の割合 

・ 移民・難民のうち、中所得
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・ 2019 年 11 月に開かれた出入
国管理及び統合に関する省庁
間委員会では、亡命や統合政策

の改善のための 20の取組内容
が示された。 

・ 内務省では、出入国管理及び統

合に関する省庁間委員会での
提言の内容を受けて、各県知事
に対して難民を含む移民の統

合政策のためのガイドライン
を定めた。 

・ バイデン政権は、外国人の統
合、受け入れ、市民権取得を目
的とした戦略の開発に焦点を

当てた大統領令を発表した。 

 

者層以上の割合 

・ カナダの労働力人口に占
める移民・難民の割合 

2.2 外国人受入れ及び受入
れ環境整備に係る政策の検
討・決定方法等 

・ 出入国管理及び統合に関する
省庁間委員会に続いて、統合政
策の評価のための戦略的運営

委員会では、専門家や移民の統
合のために活動している団体
の代表者も参加している。 

【二国間協定】 

・ EU 加盟国にリヒテンシュタ
イン、アイスランド、ノルウェ

ーを含めた欧州経済領域
（EEA）の諸国やスイス、モナ
コ、アンドラ、サンマリノの国

籍所持者は、フランス人と同様
にフランス国内で就労するこ
とができる。 

・ 2006 年以降の二国間協定は、
不法移民管理の有効性を高め
る政策的な道具としても、「選

択的移民政策」の原則に則り締
結されている。第三国との協定
の内容は締結する国によって

異なる。 

【大都市圏集中防止策】 

（本調査では確認できなかっ

た） 

【仲介・マッチング機能】 

（本調査では確認できなかっ

た） 

・ NAP-I の策定にあたり、連邦
政府は、州・地方公共団体、
民間企業、市民社会、移民団

体などと協力した。 

・ 政界、メディア、移民団体、
市民社会の代表者が集まる

「全国統合サミット」が開催
され、統合の課題に対処し、
対話を通じて統合プロセス

を改善する方法を探ってい
る。 

【二国間協定】 

・ 看護介護人材不足の解消に
向けて、EU 域外（主にフィ
リピン、チュニジア、ベトナ

ム等）からの人材獲得を試み
る「トリプル・ウィン・プロ
ジェクト」が実施されてい

る。 

・ 西バルカン諸国出身者を対
象に、正式な資格に関わら

ず、ドイツに入国して雇用を
得ることができる「西バルカ
ン・ルール」が、外国人労働

力受入れの手法として利用
されている。 

・ オーストラリア、イスラエ

ル、日本、カナダ、韓国、ニ
ュージーランド、英国、およ
び米国の市民は、ビザなしで

ドイツに入国できる。ただ

・ 2022 年における新移民政策の
策定にあたり、英国政府は策定
内容をレビューするための協

議会を開催した。この協議会に
は、政府関係者や、行政関係者
だけでなく、一般市民も参加が

可能であった。オンラインから
策定内容に関してのアンケー
ト調査へ回答することが可能

であった。さらに内務省と法務
省が連携し、対象となる利害関
係者と共に個別のセッション

を 48 回実施し、計画の詳細を
議論した。一般市民とのフォー
カスグループセッションも 6

回行われ、過去に難民や現代奴
隷制度の被害を受けたことの
ある人を対象としたインタビ

ューも実施された。 

【二国間協定】 

・ 政府は二国間協定を活用し、高

度技術人材の受け入れを促す
とともに、亡命者や不法移民の
排除を進めている。 

・ 2021 年にはインドとパートナ
ーシップを、2022 年にはルワ
ンダと「移民・経済開発パート

ナーシップ」を締結している。 

【大都市圏集中防止策】 

・ スコットランドにおいて、地方

や遠隔地への移住を促進する

・ 国内政策協議会は、各省庁を招
集し、難民を含む移民を歓迎し
支援するための連邦政府の取

組を調整し、州および地方の統
合と包摂の取組を促進する。 

・ 帰化を促進する国家戦略を策

定するために、帰化促進に関す
る省庁間ワーキンググループ
（帰化ワーキンググループ）を

設けている。 

・ 国土安全保障省市民権・移民サ
ービス局（USCIS）は、様々な

外部関係者向けのイベントを
開催し、USCIS のプログラム
や政策について情報を共有し、

フィードバックを得ている。ま
た、USCIS の活動、懸念事項、
追加情報の要請などに関する

意見を収集するための専用メ
ールを開設し、満足度調査を代
行する専門調査会社を雇用し

ている。 

【二国間協定】 

・ 税関・国境保安局は、オースト

ラリア、カナダなど 17 のパー
トナー国・地域と協定を結び、
外国人の米国への入国を円滑

にするための取組を行ってい
る。 

【大都市圏集中防止策】 

（本調査では確認できなかっ

・ カナダ政府は 2022年に移民
受入計画を策定し、2022 年
から 2024年にかけて受け入

れる移民数を定めている。こ
の計画に先立ち、州・準州、
関係団体、一般市民と IRCC

の間で協議が行われた。議論
にあたり、オンラインでのア
ンケート調査、地域ごとのタ

ウンホールミーティング等
が実施された。 

【二国間協定】 

・ カナダは欧州、英国、米国・
メキシコ等と国際自由貿易
協定（FTA）を結んでいる。 

・ FTAには、ビジネスパーソン
の一時的な入国を相互的に
促進するための規定が含ま

れており、FTAに基づき入国
する者には、労働市場テスト
が免除される。 

【大都市圏集中防止策】 

・ カナダでは 1990年代ごろか
ら「州推薦プログラム」が州

独自の労働需要に対応する
ため導入された。 

・ 地域での人口流出を防ぐた

め、連邦政府と 4 つの州の連
携による「アトランティック
カナダ・移民パイロットプロ

グラム」や、「地方及び北部移
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し、就職前に在留許可の申請
が必要。 

【大都市圏集中防止策】 

（本調査では確認できなか
った） 

【仲介・マッチング機能】 

・ 上述のトリプル・ウィン・プ
ロジェクトでは連邦雇用庁
が外国人労働者を選別・評価

し、ドイツ国内の事業所での
就労を斡旋する。 

試験的なスキームが検討され
ている。 

【仲介・マッチング機能】 

・ 移民は、民間の人材派遣会社や
「ギャングマスター」と呼ばれ
る仲介業者を通じて、あるいは

知人の紹介で採用されること
が多い。ギャングマスターがサ
ービスを提供するにはライセ

ンスが必要であり、英国全土に
おける労働搾取の防止、検出、
対処を目的とした規制、法執

行、コンプライアンス機関のギ
ャングマスター労働違反防止
局が監視している。 

た） 

【仲介・マッチング機能】 

（本調査では確認できなかっ

た） 

民パイロットプログラム」が
導入されている。 

【仲介・マッチング機能】 

・ ジョブマッチングサービス
が Job Match という政府が
管理するウェブサイトにお

いて提供されている。 

・ 「カレッジ」は、カナダの移
民顧問やコンサルタントか

らサービスを利用する個人
を保護するために、政府によ
って任命されている規制当

局である。移民にサービスを
提供する移民コンサルタン
トやエージェントは、カレッ

ジに登録することが義務付
けられており、カレッジから
カナダ移民コンサルタント

または留学生に特化したア
ドバイザーとして認定され
る必要がある。 

2.3 政府内関係機関間の連
携 

・ 難民の受け入れと統合のため
の省庁間代表団（DIAIR）では、

難民がフランス語を習得し、健
康や社会福祉、雇用、住居、訓
練、教育、文化、権利へのアク

セスを促進している。 

・ 宿泊施設と住宅へのアクセス
に関する省庁間代表団は、外国

人も含めた住宅がない人々の
宿泊施設、住宅へのアクセス、
住宅の保持に関する政策の立

案・実施を担当し、ホームレス
の人々の数を大幅に削減する
ことを目指している。 

・ 統合能力の枠組み条件に関
する連邦政府専門家委員会

は、移民と統合の分野の幅広
いテーマを扱っている。委員
会は報告書を提出し、つなが

りを明確にし、統合について
の社会的理解を訴えており、
政治とすべての利害関係者

が移民社会をよりよく形成
する方法について勧告を行
っている。 

・ 移民受け入れに関しての政策
や方針を協議するため、政府の

諮問機関である 移住諮問委員
会（MAC）によって会議が定期
的に開かれる。本会議は MAC

議長、MAC 事務局、ソーシャ
ルケア専門家などが出席する 

・ 永住および期限付き滞在の資
格取得に関わる行政機関とし

ては、労働省、国土安全保障省、
国務省がある。労働省が労働市
場テストを実施し、国土安全保

障省が入国、滞在の許可を行
い、国務省がビザの発給を行
う。 移民や帰化申請を処理す

る機能は、国土安全保障省の
USCIS が担い、国境の規制や
移民を取り締まる機能は国境・

整備局が担う。 

・ 教育省では、移民や難民を対象
とした英語教育プログラムと、

これらの対象者の教育を支援
するための助成金プログラム
を実施している。 

・ 市民権・移民常任委員会は、
IRCC と IRB を監督し、連邦

の多文化主義政策のモニタ
リングを行っている。これら
の各組織の運営体制、任務、

管理状況などを調査し報告
する。特に、法令、移民申請
の滞留状況、プログラムや政

策の目的、効果などを調査し
ている。 

2.4 政府・他機関間の連携 ・ 難民の受け入れと統合のため
の省庁間代表団が主導し、デジ
タルインクルージョンを促進

する民間企業等の協同組合で

・ 連邦移民統合評議会は、自治
体の統合・移住・外国人諮問
委員会の州組織が全国的に

統合したものであり、ドイツ

・ ロンドンにおいては、中央・地
方政府、市民、地域社会などの
関係者間が協力し、移民、難民、

亡命者に関する主要課題への

・ 連邦政府が入国管理を管轄し
ている一方で、入国後の支援に
ついて、多くの州では新米国人

のための部門が設置されてお

・ カナダ移民・難民局（IRB）
の諮問委員会（IRBCC）は、
専門的な知識や経験を持つ

利害関係者と IRB の上級管



8 

 

 フランス ドイツ 英国 米国 カナダ 

ある MEDNUM が「難民の市
民支援のプラットフォーム」
（後述）を開発した。 

・ アソシエーション（市民団体）
による集団活動への移民の参
加等への支援を促進すること

が奨励されている。 

 

における移住者のための政
治的ロビー組織として、連邦
レベルの関連組織と連携し

ている。 

・ 統合と移住に関する専門家
会議は、研究に基づいた政策

アドバイスを提供する独立
した機関である。その報告書
は、統合と移民政策を担当す

る機関や一般市民の意見形
成プロセスを支援すること
を目的としている。 

取組を促進するために、
London Strategic Migration 

Partnership という連携枠組

みが形成されている。 

・ 移民や難民支援に焦点を当て
た NGO が多く存在しており、

英国には、NGO や民間組織と
連携し移民に対する支援やサ
ポートを提供している自治体

がある。 

り、移民や難民を対象に支援サ
ービスが提供されている。 

理職が集まり、隔年で開催さ
れる。IRBCC の会議は、国
および地域レベルで開催さ

れる。 

2.5 外国人との共生のため
に講じている施策 

     

(1)外国人に
対して当該
国の言語を

教育する制
度及び外国
人が社会に

スムーズに
定着するた
めの導入教

育 

導入教育 ・ フランスに滞在する人の家族
や難民、仕事でフランスに入国
し 12か月以上フランスに滞在

する外国人等は共和国統合契
約を結ぶ必要があるが、同契約
に基づき、フランスの文化や歴

史等に関する市民教育と言語
教育が行われる。無料で受講で
きる。 

・ 統合講習：「ドイツ語教育」と
「市民教育」で構成される。
ドイツ語教育の目的は

CEFR B1 レベルの習得。市
民教育では、仕事や職業、シ
ョッピング、テレビ、幼児教

育などの日常的なトピック、
行政官庁への接し方、メール
や手紙の書き方、面接、ドイ

ツの法律、文化、歴史等を学
ぶ。入国後に実施され、受講
者の自己負担は 1 レッスン

で 2.20 ユーロ（317 円）。ド
イツに長期滞在している外
国人、EU 加盟国の国民、

EEA 加盟国の国民、または
ドイツ語の知識が十分でな
いドイツ人が対象。 

（本調査では確認できなかっ
た） 

・ 米国への定住が承認された 15

歳以上のすべての難民を対象
に、国に定住して新しい生活に

適応するために必要な知識、技
能、態度を習得する機会を提供
するための文化オリエンテー

ションが実施されている。入国
前及び入国後に実施。利用者負
担は不明。 

・ 難民は、米国到着後 5 営業日以
内に住居と身の安全に関する
オリエンテーションを、到着後

30 日以内に他のトピックに関
するオリエンテーションを受
けることが義務付けられてい

る 

・ 移 民 統合 プログラム：
Federal Skilled Worker 

Program 及び州推薦プログ

ラムの利用者およびその配
偶者と扶養家族に対し、入国
前のオリエンテーションを

無料で提供している。 

・ 定住プログラム：地域への定
住と統合を目的に、言語スキ

ル支援、コミュニティ内での
ネットワーク構築支援など
を行っている。IRCC 市民

権・移民センターが、カナダ
国内および国外での定住プ
ログラムの実施に資金を提

供。対象者は、永住権を持つ
カナダ在住外国人に加え、カ
ナダ国外にいる難民および

被保護者。利用者負担は不
明。 

 言語教育 ・ HOPE：フランス語の強化や、
労働力が不足している職業に
関する職業訓練等を支援する

難民対象のプログラム。利用者
負担は不明。 

・ PIAL：共和国統合契約で課さ

れた学習への追加の言語トレ
ーニング。16 歳から 25 歳まで

・ 英語が第一言語ではない人の
た め に ESOL （ English 

Speakers of Other 

languages）コースを各地域で
提供。入国後に受講する。2020

年にはイングランド全土の 30

地域における ESOL 開催に 

510 万ポンド（8億 4660万円）

・ 英語の能力が十分でない移民、
難民らに対する語学教育につ
いては、各州において 16 歳以

上で、現在学校に通っていな
い、高校卒業資格を持たない、
または雇用や経済的自立のた

めに必要な知識や技能を持っ
ていない人を対象とした中等

・ LINC：新しくカナダに移住
してきた人たち向けに無料
で英語のクラスを提供する。

受講者はカナダ社会に適応
するため、就労に必要となる
英語スキルを学ぶだけでな

く、新しいコミュニティの情
報、社会福祉、法律、権利な
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の若い非ヨーロッパ人の外国
人が対象。利用者負担は不明。 

の予算が組み込まれた。利用者
負担は不明。 

教育レベル以下の教育機会を
提供する成人教育・家庭識字法
補助金プログラムが実施され

ている。入国後の取組であり、
受講料を徴収する場合もある。 

ど、カナダでの生活に関する
知識も学ぶことができる。市
民権・移民センターにより資

金提供を受け、各自治体に設
置。 

(2)外国人に
対する情報
発信・外国人

向けの相談
体制 

情報発信 ・ 難民の市民支援のプラットフ
ォーム：難民がフランス国内で
受けることができるプログラ

ムや研修等に関する情報を発
信。 

・ 連邦移民難民局（BAMF）の
ブックレット「ドイツへよう
こそ」は、ドイツに来てから

最初のオリエンテーション
やドイツ語の学習から教育
や文化施設まで、ドイツでの

生活のあらゆる側面に関す
る詳細な情報を一元的に掲
載し、提供している。 

・ 移民向けのヘルスガイドがオ
ンラインで提供されており、英
語で閲覧が可能である。病院へ

のアクセス、歯科医療、ワクチ
ン接種、婦人科、人身取引被害
などに関する情報を得ること

ができる。 

・ USCIS のウェブサイトである
多言語リソースセンターでは
市民権やグリーンカード、移民

関連詐欺の回避方法等につい
ての情報を多言語で提供して
いる。 

・ 教育省では、移民、難民等を対
象に、教育に関する情報をまと
めたウェブサイトを公開して

いる。 

・ 新しく来た移民向けのガイ
ドブックが市民権・移民セン
ターによって公表されてい

る。 

 相談体制 ・ 法律へのアクセスのための部
門協議会：各地域の裁判所が持

つ公益法人で、外国人とその家
族のための相談や情報提供を
行う。 

・ 成人移民のための移民アド
バイスサービス（MBE）：住

居、ドイツ語学習、学校、仕
事、健康と家庭、子育てなど
の疑問を解決するためのサ

ポートとアドバイスを提供
する。アプリを使ってチャッ
トで相談できるサービスも

開発されている。 

・ 青 年 移 民向 けサービス
（JMD）：12 歳から 27 歳ま

での移民の背景を持つ若者
を対象としたオンラインア
ドバイザリーサービス。 

・ コミュニティに溶け込めない、
仕事が見つからないなどの問

題を抱えた移民や難民への支
援は主に NGO により行われ
ている。 

・ 国務省のウェブサイトでは、米
国で働く一時滞在労働者の権

利保護を目的としたホットラ
イ ン （ National Human 

Trafficking Hotline）を紹介し

ている。 

・ 連邦政府（ESDC）は、各州
に行政窓口として「サービ

ス・カナダ・オフィス」を構
えており、対面で社会保障番
号の取得、福利厚生、就労・

再雇用支援等、連邦の管轄す
る各種サービスを移民・難民
が受けることができる。 

(3)ライフス
テージ・ライ

フサイクル
に応じた支
援 

乳幼児期 ・ 育児休業給付を含む家族手当
を受けるには、申請書に記入

し、身分証明書/パスポートと
子供の身分証明書を提出する
必要があり、親と子の両方がそ

の国に居住していなければな
らない。フランスで出生してい
ない非 EU 加盟国の子供には、

家族再会の手続の枠組みで交
付された健康診断書が必要で
ある。 

・ 母親向けのドイツ語コース
「ママ・レルント・ドイチュ・

パパ・アウホ」：フランクフル
ト市で実施されている、児童
の母親を対象にした基本的

な語学のオリエンテーショ
ンであり、母親・家族、就学
前を含む児童の統合政策の

一環として実施。ドイツ語の
習得によって、独立した学習
への道を開き、子供にもよい

影響を与えるとともに、母国
語が異なる人同士の融和を

・ NHS（国民保険サービス）の移
民利用者で、4 歳以下の英国人

の子供が 1 人以上おり、家族の
手取り月収が 408 ポンド以下
で、公的資金を請求できない場

合、ヘルス・スタートと呼ばれ
るNHSのサービスを受けるこ
とができる。対象者には、国内

の店頭で利用できるお金が入
ったヘルス・スタート・カード
が送られる。 

・ 教育省移民教育局では、移民の
子供、若者、農業従事者、漁師、

およびその家族の教育機会と
学業の成功を向上させるため、
移民大学支援プログラム、高校

卒業資格プログラム等の助成
プログラムを提供している。 

・ 18 歳未満の外国人永住者に
は、カナダ児童手当（CCB）

が提供される。 

・ 移民の新入生とその家族が
学校や地域社会に慣れるこ

とを目的とした、学校を拠点
としたアウトリーチ・プログ
ラム Settlement Workers in 

Schools では、地域サービス
の紹介、家族と学校の面談支
援、言語サポート、新しく来

た移民へのリーダーシップ
研修の提供、相談支援、必要

 学齢期 ・ 英国に居住する外国籍の子供
は、通常、イングランドの公立
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促進している。 または私立学校に通う権利を
有する。 

に応じて家庭訪問などを行
っている。 

 青壮年期 ・ 若者の就職を支援する民間の
団体である Misson Locale で
は、16 歳から 25 歳までの若者

を対象に、就職のための相談や
研修等を行っており、外国人も
利用できる。 

・ 連邦移民・難民庁では、仕事
とキャリアに関する情報を
ウェブサイト（「ドイツで働

く」）上で公開している。  

・ 連邦雇用庁のウェブサイト
は、求人掲示板、相談、職業

紹介から財政支援、事業開始
まで、さまざまなリソースを
提供している。4～6 か月の

プログラム「若い難民のため
の視点」は、25 歳未満の難民
を対象に、職業訓練に備える

支援である。「資格との統合」
支援プログラム（IQ）は、専
門的な統合とさらなる教育

に関する情報とアドバイス
を外国人に提供している。 

・ 職業紹介所の職業情報セン

ター（BIZ）では、ドイツで
得られるさまざまな職業、そ
れに伴う仕事、必要な資格に

ついて、多くの情報を提供
し、適切な仕事、研修先、実
習先を見つけるためのアド

バイスや支援を行っている。 

・ 英国外で高等学校を卒業し、英
国の大学学士課程へ進学を希
望する場合、多くはファウンデ

ーションコースと呼ばれる大
学進学準備コースに通わなく
てはならない。 

・ 職務レベル 3 に相当する資格
を持っていない人、持っていて
も失業中または国の最低賃金

以下の収入しかない場合、無料
でスキルアップのための研修
を受けることができる。研修は

主に各地域の教育機関により
実施されている。移民にも適用
される。 

・ The National Farmworker 

Jobs Program (NFJP)：移民・
季節労働者とその扶養家族に

対する職業訓練制度として、全
国規模で運営されており、地域
の組織や公的機関に対して連

邦労働省が助成金を提供して
いる。移民・季節労働者が農業
分野の仕事を獲得、維持、昇進

するため、または新しいキャリ
アを始めるために必要なスキ
ルの習得を支援する。 

・ ESDC は熟練労働者の労働
市場への統合を支援するた
め、「外国人資格認定プログ

ラム」を通じて、カナダにお
ける外国資格認定を支援す
るための資金を提供してい

る。受給した州・準州政府や
組織は、個人が他国で取得し
た国際的な資格や職務経験

を評価するためのプログラ
ムにこの資金を活用する。 

・  

 高齢期 ・ フランス人であれ外国人であ
れ、どこに住んでいても拠出型

年金を受ける資格があり、EU

圏外に居住する外国人は、滞在
許可証の提出が必要となる。老

齢最低保障年金については、フ
ランスに居住していることが
条件となる。 

・ 連邦プログラム「多世代セン
ター」の下で運営されている

約 540 の多世代センターは、
あらゆる年齢の人々が出会
い、幅広い活動に従事する場

所を提供している（ドイツ国
民の高齢者を含めて対象と
する取組）。 

・ 居住・就労する外国人は、定年
を迎えると年金を請求できる

ほか、企業年金制度や個人年金
制度に加入することが可能。 

・ 高齢期の外国人はメディケア
プログラム（高齢者および障害

者向け公的医療保険制度であ
り、連邦政府が管轄している社
会保障プログラム）とサプリメ

ント・セキュリティ・インカム
（障害児、障害者、65 歳以上
の米国市民・国民に現金を支給

するプログラム）を利用するこ
とができる。 

・ 国外に居住している者でも、
65 歳以上であり、カナダ人

またはカナダを出国する前
日においてカナダに合法的
に居住していた者、かつ、20

年以上カナダに居住（18 歳
以降）していたことがある者
には老齢年金を受ける権利

がある。 

(4)共生社会
の基盤整備
に向けた取

組 

専門人材 （本調査では確認できなかった） ・ MBE と JMD の相談員は、
連邦任意社会福祉連合の職
員、嘱託職員であり、統合講

習を受講する移民に対して、
それぞれの個人支援プラン

・ 入国の際にアドバイスを与え
る移民アドバイザーが存在す
る。彼らは OISC に属し、申請

書類の記載から法廷での代理
人など様々な業務を提供する。 

・ ニューヨーク市の公立学校で
は、英語学習支援が必要な生徒
を対象としたプログラムを担

当する教員は、通常の教員免許
のみならず、ニューヨーク州の

・ Local Immigration 

Partnerships (LIP) と呼ば
れる移民に対する定住・統合

サービスがあり、LIP は移民
とコミュニティを繋ぐ役割
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を作成し、その到達度をチェ
ック、問題の解決を行ってい
る。 

ESOL やバイリンガル教育の
資格が要求される。 

を果たしており、外国人支援
を行う専門人材の集団とな
っている。 

 生活実態を
把握する取

組 

・ 国勢調査：5 年毎に実施。移民
の人口や出生率等に関する事

項を調査。出生地と国籍による
フランスに住む人口の内訳や、
フランスに住む移民の出生国、

移民の人口の変化等に関する
基礎的な情報を公開。 

・ 軌道と起源 2（TeO2）調査：フ

ランス国立統計経済研究所
（INSEE）と国立人口学研究
所（INED）が実施。テーマは

住居、教育、言語能力、公共サ
ービスへのアクセス、健康、社
会関係、市民権、宗教など。フ

ランスの大都市圏のすべての
住民から集められた 26,500 人
に質問し、移民、移民の子孫等

が対象。 

・ 統合バロメーター：「統合と
移民に関する専門家会議」が

2 年毎に実施。ドイツにおけ
る帰属意識と帰属基準に関
する調査であり、移民社会に

おける統合風土を測定する。 

 

・ 英国への入国、滞在延長、市民
権取得、亡命申請、拘留・退去、

就労・就学・家族滞在のための
移民に関する四半期・年次統計
が Gov.UK のウェブサイトに

掲載されている。 

・ ニューヨーク市の公立学校で
は、新しく転入する生徒の保護

者に対し、家庭言語調査を実施
しており、家庭において使用し
ている言語について調査を実

施している。 

・ 2020 年に、新型コロナウイ
ルス感染症流行前と流行中

のカナダにおける生活満足
度を分析する調査がカナダ
人、移民を対象に、カナダ統

計局によって行われた。 

 啓発月間等 （本調査では確認できなかっ
た） 

（本調査では確認できなか
った） 

・ 毎年 12 月 18 日は国際移民デ
ーであり、社会における移民の

役割、積極的な貢献、そして彼
らが抱える課題について考え
る日である。 

・ 毎年 6 月、移民が米国内の地域
社会にもたらした貢献を振り

返り称えるために、移民ヘリテ
ージ月間を開催。 

・ IRCC が毎年 3 月を「不正行
為防止月間」と定め、不正行

為に対する認識や理解を高
めることを目的としたキャ
ンペーンを実施している。 

・ カナダでは、それぞれの文化
や多様性を尊重し、理解を深
めるための月間を設けてい

る。例えば、5 月はアジアの
文化を見直す月とされてい
る。 

 白書等 ・ 政府が毎年移民の統合に向け
た施策の予算書を公表してお

り、各施策の概要が記載されて
いる。 

・ 移民報告書：BAMFが毎年作
成。出身国と受入れ国、国籍、

州、性別と年齢、居住目的で
分類された移民の動きを扱
う。 

・ 移民と統合に関する報告書：
BAMF が半期ごとに作成。
「教育・労働移民のモニタリ

ング」、「移動の自由のモニタ
リング」、「亡命申請者の社会

・ Migrant journey：内務省が毎
年公表。英国における移民受け

入れ制度、移民流入の傾向や変
化などが記載されている。全体
の移民受け入れの傾向、就労、

就学、家族、亡命、その他と大
きく 6 つのカテゴリー別に、現
在の英国における移民の実態

を記載している。 

（本調査では確認できなかっ
た） 

（本調査では確認できなか
った） 
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構造の分析」、「ドイツにおけ
る庇護手続におけるデータ
管理」からなる。 

 

3 外国人受入れ及び受入環境整備に係る考察 

3.1 外国人受入れ及び受入
環境整備に伴う経済的影響 

・ 移民がフランスの労働市場に
与える影響を研究した文献は
限られているが、それらから判

断できることとしては、移民が
労働市場に与える影響はほと
んどないとの分析がある。 

・ 短・中期的には、難民と亡命希
望者は高い社会的コストと低
い雇用率で財政負担が多いも

のの、両集団の年齢構成、性別、
家族構成、学歴の違いを踏まえ
分析すると長期的には移民は

非移民と同じくらい社会的利
益を与えているとの分析があ
る。 

・ 新型コロナ感染症拡大に伴う
ビザ発行減少により、多くの企
業が採用難を訴えているが、移

民労働者に依存していた産業
は現在労働力不足を報告して
いる産業であり、移民と非移民

の労働者は代替的な関係では
なく補完的な関係であり、移民
が特定の分野や職業の労働力

を補完していたとの分析があ
る。 

・ ドイツ人の失業率は移民よ
りも低く、外国人の受け入れ
が現地の労働者の雇用・失業

水準に直接影響を与えない
こと、外国人移民がいなけれ
ば、好景気に沸いている企業

はさらに働き手を見つける
のが難しくなり、短期的には
労働時間の延長や物的資本

の増強で人手不足を補うこ
とは容易ではなく、その結果
ボトルネックは賃金上昇の

圧力となったと指摘した報
告がある。 

・ 外国人労働者は年間 220 億

ユーロ、１人当たり 3,300 ユ
ーロ、財政面で寄与している
という調査がある。そして、

近年の移民労働者は国内労
働者よりも高学歴・高資格で
あり、彼らがいなければドイ

ツ経済の回復力は低下し、景
気低迷は長引いたであろう
こと、高齢化が進むドイツの

労働力を現状の水準で維持
するためには、少なくとも年
間 40 万人の労働者の流入が

必要と試算している。 

・ EU からの移民がいなけれ
ば、GDP 成長率は低くなっ

ていたとする調査がある。 

・ 失業率は一般に循環するもの
であり、移民の流入が国全体の
失業率に与える影響はほとん

どないとしている分析がある。 

・ 外国人労働者の流入は低賃金
労働者へは少しではあるが、悪

影響を及ぼすとする研究があ
る。 

・ 低・中技術レベルのサービス産

業において、移民の割合が上昇
すると、その職業の平均賃金が
減少することが分かったが、産

業別に与える影響は非常に小
さく、経済全体への影響はほと
んどないとする研究がある。 

・ 外国生まれの労働者は、経済に
とって正味のプラス成長を返
すと結論付ける報告書がある。

今後 75 年間、移民の財政的影
響は、連邦レベルでは純増であ
るが、移民の教育費を負担する

州や地方では概してマイナス
である。 

・ 移民の受入れは労働者の賃金

や雇用に影響を与えたが、こう
した悪影響は移民一世や米国
生まれの高校中退者に限られ、

移民二世は税金を多く納める
ことになり、財政・経済への貢
献度が最も高かった、とされて

いる。 

・ 移民は労働活動のコストを下
げ、より多くの住宅需要を提供

しているとしている。加えて、
1 人当たりの特許取得数が増
加したことから、イノベーショ

ンの増加との関連も示唆され
ている。 

・ 移民が低技能の米国生まれの

国民の賃金に与える影響は比
較的小さいとの研究がある。 

・ 移民は米国生まれの労働者の

賃金を上げ、外国生まれの労働
者の賃金を低下させるとする
研究がある。 

・ 移民数の制限は米国生まれの
労働者の賃金上昇にはつなが
らず、むしろ賃金はわずかに低

下したとする報告がある。 

・ 2035 年までには 500 万人の
カナダ人が定年退職を迎え
ると言われており、労働力不

足の状況にあるが、外国人労
働者はそれを補う役割を果
たす。2021 年、新移民（カナ

ダ滞在 10 年以下）は雇用労
働力全体の 8％を占めてい
る。 

3.2 外国人受入れ及び受入

環境整備に伴う社会的影響 

【教育】 

・ 外国出身の生徒によって学校
秩序が乱されるという懸念や、

【教育】 

・ 子供の学業成績は親の経歴
と密接に関係しており、特に

【教育】 

・ 語学レベルでみると、英語を母
国語としない生徒の教育の達

【教育】 

・ 11 歳から 64 歳の人口に占め
る移民の割合が 1％ポイント

【教育】 

・ カナダの学生の 30%は、移民
であるか、少なくとも片方の
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フランス語習得の欠如を理由
とした学校での無作法な言動
や暴力の高まりに対する非難

が生じている。 

・ 一方で移民と非移民の教育格
差を考える際には、居住地や学

校のタイプ、雇用へのアクセス
条件の相互依存的な繋がりが
作用している事に留意する必

要があるとの指摘がある。 

【社会保障】 

・ 生活水準の格差により、移民の

社会保障への拠出金は非移民
に比べて低く、年金支給額の減
少が他の社会給付の増加分を

補っていることや、教育費は非
移民に比べて低いことが示さ
れている。 

・ 移民が財政収支の規模や推移
を決定づけたことはないが、移
民の年齢構成がフランスの人

口の平均よりも低いため、長期
的に見ると社会保障財政にプ
ラスの影響を与えているとの

指摘がある。 

【治安】 

・ 犯罪率は移民の割合と正の有

意な相関があることが示され
ている一方、移民の経済状況を
コントロールすると、移民比率

の影響は小さくなり、移民は他
の人口に比べて「本質的に」犯
罪を起こしやすいわけではな

いことが示唆されている。 

移民とその子供は構造的な
不平等の影響を受けている
とする報告書がある。 

・ 移民経験者の教育レベルは、
移民の背景のない人に比べ
て大きく遅れている。 

・  

成度は、7 歳時点では英語を母
国語とする生徒より若干低い
が、16 歳時点ではこの差はな

くなっている。 

【社会保障】 

・ EU離脱に伴い終了したEU間

における移動の自由は、ソーシ
ャルケア産業に影響を及ぼし
た。今まで EEA 諸国の人材に

頼っていた低技術レベルのケ
アワーカーは新ポイント制度
を利用しての移動が困難であ

り、人材不足に陥った。 

【治安】 

・ EEA からの移民流入はイング

ランドやウェールズにおける
犯罪増加に関係はないとする
報告がある。 

増加すると、米国生まれの学生
が 12年間の学校教育を修了す
る確率は 0.3％ポイント増加す

るとの研究がある。 

・ 幼稚園児から高校生までの 10

人に 1 人は英語に不自由があ

り、これらの英語学習者の言語
ニーズに対応するために学校
のリソースに負担をかける可

能性がある。 

・ 移民のいる学校に通っていな
い生徒は、移民の生徒が通う学

校の生徒よりも PISA のテス
トのスコアが低い。 

【社会保障】 

・ 移民はメディケアに支払う税
金として、メディケアに支払わ
れるサービスで使用した金額

よりも多く支払っているとす
る調査がある。 

・ 非正規移民は公的給付を受け

ることがほとんどないため、社
会保障制度を含む公的プログ
ラムの財政にプラスの影響を

与えるとの分析がある。 

・ 移民全体で州税、地方税、連邦
税に 4924億ドルを負担してい

ると推計されている。 

【治安】 

・ 移民は米国生まれの市民に比

べて暴力犯罪や財産犯罪を起
こす可能性が低く、移民の多い
地域の暴力犯罪や財産犯罪の

発生率は移民の少ない地域と
同様か低いことが圧倒的に多
いとの研究がある。 

・ 不法移民は永住外国人よりも
犯罪傾向が高い可能性はある
ものの、米国生まれの市民より

も犯罪を起こす傾向が低いこ
とが示唆されている。 

親が外国生まれである。この
ような様々な背景を持つ学
生らは、他の学生を新しい文

化やアイデアに触れさせる
機会となり、間接的に経済や
社会に大きな影響を与えて

いると IRCC の報告書は述
べている 

【社会保障】 

・ 外国人労働者を含む労働者
が支払う所得税は、退職した
カナダ人の医療やその他の

支援に充てられている。高齢
化社会のニーズを支える上
で外国人労働者は重要な役

割を担っており、移民がいな
ければ、退職したカナダ人に
現在と同じ社会保障を提供

することは困難であり、若年
層カナダ人は一人当たり、よ
り多くの所得税を支払うこ

とになる。 

・ 他方、政府は、高齢の外国人
への老齢年金の支払いに多

大な費用をかけなければな
らない。 

【治安】 

・ カナダで凶悪犯罪を起こす
外国人は、一般に公共の安全
に対する大きな脅威と見な

されている。 

3.3 外国人受入れ及び受入 ・ 低技能で多様性に欠け、地理的 ・ ドイツの地元住民に対する ・ 意識調査によると、外国人の流 ・ 世論調査によると、米国人の ・ カナダ人への意識調査では、
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環境整備に対する国民感情、
世論、ニーズ等 

に集中した移民は、移民の数と
特徴の両方について世論の認
識の偏りを助長するとの分析

がある。 

・ フランスの移民に対する考え
方は、約 60%が非 EU 移民に

対して否定的な態度、EU 移民
に対しては 20％強の否定的な
態度である。 

・ 意識調査によると、移民がフラ
ンスの発展に与える影響につ
いては、良い影響が約 27％、

悪い影響が 25％、どちらでも
ないが 46%であった。 

・ 意識調査によると、「フランス

の移民はポジティブ又はネガ
ティブな役割を果たしている
か？」という質問に対し、「ネ

ガティブ」が 58％であった。 

・ 意識調査によると、66%が「一
般的に移民は統合する努力を

しない」と回答。 

・ 国レベルの移民統合政策を評
価しているMIPEXでは、56点

で総合 18 位。 

調査では、3 人に 2 人が移民
は高齢化社会のバランスを
取るのに役立つと考え、半数

以上が熟練労働者不足を補
うこともできると回答。しか
し 67％が「移民は福祉国家

にさらなる負担をかける」、
66％が「ドイツで生まれ育っ
た人と移民の間に対立が生

じることを心配する」と回
答。 

・ 有権者に対する調査では、

63％が移民は熟練労働者の
不足を埋めるためのドイツ
の最良のチャンスだと答え、

約半数が移民は経済的だけ
でなく文化的、社会的にも国
を豊かにすると信じている

と回答。一方、大多数は、高
い技能を持つ外国人の入国
を望んでおり、また、人気の

ない産業での雇用を希望す
る外国人の入国も望んでい
る。 

・ 国レベルの移民統合政策を
評価している MIPEX では、
58 点で総合 14 位。 

入を抑制すべきと考える人の
割合は 49%、移民の流入は国
に良い影響をもたらしている

とする回答は 45%となってい
る。 

・ 意識調査によると、「EU 移行

期間が 2020 年 12 月 31 日に
終了したことを踏まえ、ブレグ
ジットは成功だったと思うか

否か」の問いに、うまくいかな
かったと答えた英国民は 54％
だった。 

・ 国レベルの移民統合政策を評
価しているMIPEXでは、56点
で総合 18 位。 

77％が移民は米国にとって良
いことだと考えている一方、過
半数が不法移民は大きな脅威

であり、移民は同レベルに保た
れるか、減少させるべきだと感
じている。 

・ 世論調査によると、有権者は一
定の要件を満たせば不法移民
に市民権を与える道を支持し

た。 

・ 国レベルの移民統合政策を評
価しているMIPEXでは、73点

で総合 6 位。 

「自国が多くの移民を受け
入れすぎているか」の問いに
対して、65％が反対。 

・ 国レベルの移民統合政策を
評価している MIPEX では、
80 点で総合 4 位。 

3.4 その他外国人受入れ及
び受入環境整備に伴う諸問

題及びその対応策 

・ フランス国内にいる不法移民
のほとんどは、行政機関に知ら

れておらず、一旦身元が確認さ
れてもフランス領内から退去
する義務があるにも関わらず

ほとんど退去しない。 

・ テロの予防措置の一つとして、
乗客個人データの自動処理が

定められ、EU 加盟国以外の国
家を往来する交通手段の乗客
の個人データの自動処理の実

施権限を内務大臣に認めてい
る。 

・ テロの未然防止（政治的な過激

派、イスラム過激派などの監

・ 2017 年上半期、2 万 4000 人
近くが母国への帰還を命じ

られたが、強制送還が完了し
たのは約 1万 1000人にとど
まった。約 1 万 2800 人の強

制送還が失敗し、そのうち 1

万 1500人は送還すべき日に
登録された住所で「発見され

なかった」人たちである。ま
た、少なくとも 500 件では、
強制送還者の積極的または

消極的な抵抗により、強制送
還の取組が断念された。 

・ 外国人を含む闇労働や不法

就労については、闇労働税務

・ 18,400 人の外国籍犯罪者がお
り、そのうち 9,000 人が刑務所

に収容されている。 

・ 英国は、100 以上の送還協定を
世界の国々と結んでいる。しか

し、これらの協定の下で、実際
に英国から退去させられた人
は非常に少ない。 

・ 英国居住者で公的な書類を持
っておらず、一定の要件に該当
する場合、英国での居住・就労

を証明する書類を無料で申請
することができる。 

・ 不法滞在者に対して、NHS や

銀行など公的サービスを含む

・ 不法移民の数は 2018年 1月時
点で 1,139 万人にのぼる。 

・ 不法滞在者の強制送還は、その
扶養家族、特に子供に対して、
経済的な不安定さとともに、心

的外傷後ストレス障害という
形で影響を与える。 

・ 2017 年の大統領令では、外国

人によるテロリストや犯罪者
の侵入を防ぐため、指定した国
の国民の米国への入国を 90日

間停止する措置を講じた。 

・ 合衆国法典の第 8 章は、テロリ
ストと疑われる外国人を司法

審問まで強制的に拘束するこ

・ 2016 年 4 月から 2020 年 3

月の間に、カナダでは不法移

民として約 32,000 人の移民
被収容者を拘束している 

・ しかし、ほとんどの移民被収

容者は、公共の安全の懸念と
は無関係な理由で拘束され
ている。 

・ 2021 年には一滞在ビザ保持
者の保護のため、雇用主に対
して苦情を申し出た労働者

に対する報復の禁止等の規
制を発表した。 

・ 米国同時多発テロを受け、

2001 年に反テロリズム法を
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視）、公の秩序維持（暴力的デ
モ首謀者、フーリガンの監視）、
不法移民を手引きする組織の

壊滅、実際に役立つ情報の収集
を目的に、パリ警視庁では、情
報局を設けている。 

監督局（FKS）が担当してい
る。 

・ BAMF の過激化に関する相

談センターは、知り合いがイ
スラム教に過激化している
のではないかと心配してい

る人が相談できる最初の窓
口として、電話による問い合
わせに対応している。 

サービスの利用を妨げ、滞在を
困難にすることで、自発的な帰
国を促すことが意図されてい

る。 

・ 英国当局は、イスラム派による
テロを国家の安全保障に対す

る最大の脅威と分類している
が、「極右」テロの脅威も高ま
っていると認識している。 

・ 亡命希望者、不法入国で捕まっ
た者、オーバーステイ者など、
一部の外国人は、強制送還の可

能性がある場合、移民センター
や警察署に定期的に報告され
る。しかし、2020 年 9 月末ま

での過去 30 年間に、英国に住
む外国人 37,302 人が失踪して
いる。 

とを規定している。 

・ 保護下から解放された数千人
の移民の子供たちと連絡が取

れなくなっており、2022 年 1

月から 2022 年 5 月にかけて、
解放された移民の子供たちや

そのスポンサーにかけた電話
のおよそ 3 分の 1 は応答がな
かった。 

制定。 

・ カナダの国家法執行機関で
あ る Royal Canadian 

Mounted Police は、情報機
関や他の機関と連携し、カナ
ダにおける国家安全保障関

連の犯罪の脅威を捜査する。 

・ カナダ地域社会参加・暴力防
止センターは、人材や専門家

との連携、地域社会への働き
かけの動員・支援、研究の強
化を通じて、暴力の過激化に

対応している。 

※各国・地域によりカテゴリーの区分に関する考え方が異なり、また定義等が明確ではない場合もあるため、あくまで目安としての比較表として作成した。 
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1 外国人受入れ及び受入環境整備に係る現在の法制度及び現況 

 

1.1 受入れている外国人の現
状 

     

 総人口に占める割合 ・ 総人口に占める外国出生者の

割合は 29%。 

・ 総人口に占める外国人の割合

は 3％。 

・ 総人口に占める外国人（居留

ビザ保有者）の割合は 3%。 

・ 総人口に占める外国籍保持者

（永住権保持者と、永住権のな
い「非居住者」の合計）の割合
は 36%。 

 

 国籍・地域別の割合 ・ 外国出生者のうち 13%はイン
グランド出身。 

・ 外国人（外国籍者）の 85%は
アジア出身。 

・ 外国人の 93%がインドネシ
ア、ベトナム、フィリピン、タ

イ、マレーシアの出身。 

・ 外国人の 45%がマレーシア人。  

 性別の割合 ・ 外国出生者の 51%が女性。 ・ 外国人の 55%は男性。 ・ 外国人の 51%が女性。 ・ 外国人の 56%は女性。  

 年齢別の割合 ・ 外国出生者の 10%が 35-39

歳。 

・ 移民（外国人と帰化した人の
合計）の 29%が 30-39 歳。 

・ 外国人の 99%が 15 歳以上。 ・ 永住権保持者の 14%は 40-44

歳。 

 

 職種別の割合 ・ 15 歳以上の外国出生者の職

業で最も多いのは専門職
（22%）。 

・ 移民の職種で最も多いのは機

械・操作・組立（39%）。 

・ 外国人の職種で最も多いのは

非 熟 練 労 働 者 の 製 造 業
（54%）。 

・ 「非居住者」の業種（但し家事

労働者を除く）で最も多いのは
サービス業（47%）。 

 

 在留資格等別の割合 ・ 2009 年以降に渡豪した渡豪
時 15 歳以上の海外出身者（オ
ーストラリア及びニュージー

ランド国籍を除く）で多いの
は「学生」562.8 千人（30%）、
「オーストラリア市民権取得

者」321.5 千人（17%）、「技能・
就労ビザ」315.3 千人（17%）、
「一時滞在者」のうち「その

他」（学生以外）285.7 千人
（15%）、「家族ビザ」230.4 千
人（12%）。 

・ 在留資格別外国人数で多いの
は「在外同胞」478,442 人
（ 24%）、「非専門就業」

217,729 人（11%）、「永住」
168,118 人（9%）、「協定」
（8%）、「結婚移民」134,285人

（7%）。 

・ 在留資格別外国人数は「居留
外国人」747,585 人）、「永久居
留外国人」30,095 人（ただし

台湾外在住者を含む）。 

・ 「非居住者」の労働者の在留資
格別人数は「ワークパーミッ
ト」943,400 人（72%）、「S パ

ス」169,200 人（13%）、「雇用
パス」168,800 人（13%）、「そ
の他」24,400 人（2%）。 

 

 賃金 ・ フルタイム労働者の週当たり
収入の中央値は、北西ヨーロ
ッパ出身者が高くなってい

る。 

・ 外国人の月額給与水準は 200

万～300 万ウォンが、帰化市
民は 100 万ウォン～200 万ウ

ォンがそれぞれ最も多い。韓
国国民と比較して、高額所得
者は少ない傾向にある。 

（本調査では確認できなかっ
た） 

・ インドやバングラデシュから
の労働者の月収は 400 ～
465SGD と言われており、シン

ガポールにおける基本月給よ
り低い。 

 

1.2 関係法令 【主要な法令】 

・ 1958 年移民法 

・ 2007 年オーストラリア市民
権法 

・ 1971 年移民教育法 

【主要な法令】 

・ 出入国管理法 

・ 国籍法 

・ 在韓外国人処遇基本法 

・ 外国人労働者の雇用に関する

【主要な法令】 

・ 入出国及び移民法 

・ 人身売買防止法 

・ 就業服務法 

・ 高度専門人材の受入れに関す

【主要な法令】 

・ 移民法（1959 年） 

・ 国家登記法（1965 年） 

・ 旅券法（2007 年） 

・ 雇用法（1968 年） 
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・ 2000 年留学生向け教育サー
ビス法 

法律 る法律 ・ 外国人労働者雇用法（1990 年） 

1.3 関係機関 【主要な機関】 

・ 内務省移民・市民権局 

・ 内務省移住エージェント登録

局 

【主要な機関】 

・ 法務部 

・ 雇用労働部 

・ Migration Research and 

Training Center 

・ 韓国雇用情報院 

・ 韓国産業人力公団 

【主要な機関】 

・ 内政部 移民署（NIA） 

・ 外交部 領事事務局 

・ 労働部 労働力発展署 

・ 経済部 

・ 教育部 

【主要な機関】 

・ 内務省 

・ 外務省 

・ 労働省 

・ 文化社会青年省 

・ People’s Association 

・ 経済開発庁 

 

1.4 受け入れる外国人のカテ
ゴリー 

     

主
な
就
労
者
向
け
カ
テ
ゴ
リ
ー
※ 

高度・熟練 

・ 一時的就労（短期滞在スペシ
ャリスト） 

・ グローバルタレントビザ 

・  ・ 第一類外国人 

・ 雇用パス 

・ エントレパス 

・ 個人雇用パス 

 

  

・ E-1 教授 

・ E-2 会話指導 

・ E-3 研究 

・ E-4 技術指導 

・ E-5 専門職業 

・ E-7 特定活動 

   

中程度・半熟練 

・ 雇用主推薦型ビザ 

・ 技能独立ビザ 

・ 一時的技能不足 

 第三類外国人 ・ S パス  

 ・    ワークパーミット  

低度・非熟練 ・ 一時的就労（国際関係） 

・ E-9 非専門就業（一般雇用許
可制） 

・ H-2 訪問就業（特定雇用許可
制） 

・ 第二類外国人   

 高度・熟練カテゴリー

で求められる主な基準 

・ 職種、学位、語学、技能、職業

経験等 
・ 学位、職業経験等 ・ 職種、学位、資格、職業経験等 ・ 収入、学位、資格等  

 
家族帯同の可否 

・ 一時的就労（国際関係）は、家

族帯同は可 
・ E-9 は、家族帯同は不可。 

・ 第二類外国人は、家族帯同は

不可。 

・ ワークパーミットは、家族帯同

は不可。 
 

1.5 外国人受入れに係る基準
等 

【労働市場テスト】 

・ いくつかのビザのサブクラス

では、技能移民職業リストに
掲載された職業であることが
申請要件になっている。 

・ ビザの種類によっては、雇用
主がその職務に適したオース
トラリア人労働者を見つける

ことができないことを示さな
ければならない。労働市場テ

【労働市場テスト】 

・ 雇用許可制では、外国人を採

用する企業は労働市場テスト
として、一定期間（通常は 14

日間又は 7 日間にわたって）

の韓国国民の採用活動を行
う。 

【受入人数枠】 

・ 毎年外国人の総雇用数や雇用
産業、出身国の上限を含め、非

【労働市場テスト】 

・ 第二類外国人に関しては労働

市場テストが必要。 

・ 雇用主は、地元の公共雇用
サービス機関に求人を登

録。 

・ 登録後、全国の雇用情報ネ
ットワークで求人を宣伝

し、最低 21 日間国内労働
者を募集。 

【労働市場テスト】 

・ 雇用パスまたは S パスを申請

する雇用主は、申請前に求人募
集サイトに最低 14 日間、求人
情報を掲載することが義務付

けられている。 

・ 雇用パスに関してはポイント
制で審査され、人材不足が生じ

ている職種についてはポイン
トを加算（2023 年 9 月～） 
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ストには、一般的にオースト
ラリア国内でその職種の広告
を出すことが含まれる。 

【受入人数枠】 

・ 年間の受入れ定員が定められ
るとともに、ビザカテゴリー

毎に定員が配分されている。 

【転職制限】 

・ 就労ビザの多くは、雇用主の

変更に制限がなく、オースト
ラリア国民と同様に変更する
ことができる。 

専門職の外国人労働者の受け
入れ数を決めている。 

【転職制限】 

・ 雇用許可制においては、正当
な理由がある場合に限り、同
一産業内で３回まで職場の移

動が認められている。 

・ 国内新聞に同時に 3日間連
続して求人広告を掲載し
た場合、広告期間終了後最

低 14 日間は国内労働者の
募集を求める。 

【受入人数枠】 

・ 業種により雇用率の上限が設
定されている。 

・ 第二類外国人を雇用する際、

雇用主は就業安定費を支払う
義務がある。 

【転職制限】 

・ 既存の雇用主と特定の仕事に
従事するために雇用された外
国人労働者は、他の特定の仕

事に従事することは禁止。 

第二類外国人は、原則転職で
きない。 

【受入人数枠】 

・ 企業における全従業員に占め
る S パス及びワークパーミッ

ト保持者の割合の上限が定め
られている。 

・ S パス及びワークパーミット

保持者を雇用する毎に雇用主
が毎月外国人雇用税を支払わ
なければならない。 

・ マレーシア出身者以外のワー
クパーミット保持者を雇用す
るごとに雇用主は事前に

5,000SGD を支払わなければ
ならない。これは、移民労働者
の雇用が終了すると返金され、

雇用主にとって移民労働者が
逃亡や不法滞在などしないよ
う管理責任を全うするインセ

ンティブとなっている。 

【転職制限】 

・ 製造業、建設業、造船業、プ

ロセス産業におけるワーク
パーミット保持者は雇用主
の同意なしに雇用主変更で

きる。 

 【永住権】 

・ 「技能地方永住ビザ（サブク
ラス 191）」の場合の許可基準
は以下の通り。 

・ 指定された地域内に 3年以
上居住していること。 

・ ビザを所持している間、3

年以上、特定の所得基準以
上の課税所得があること。 

【帰化】 

・ 帰化の対象となるのは永住権
保持者、60 歳以上の人、親が
オーストラリア市民である海

外生まれの人等である。 

・ 上記の対象者が帰化するため
の最も重要な一般的要件は以

下の通り。 

【永住権】 

・ 永住の要件は以下の通り。 

・ 大韓民国の法令を遵守す
るなど、慎み深い行動をす

る。 

・ 自己又は生計を共にする
家族の収入、財産等から生

計を立てることができる 

・ 韓国語の語学力、韓国の社
会・文化への理解など、大

韓民国に住み続けるため
に必要な基礎的な能力を
有する。 

【永住資格を喪失する要件】 

・ 永住権を取り消すことができ
る基準は以下の通り。 

・ 虚偽その他不正の手段に

【永住権】 

・ 永住権の申請基準は以下の通
り。 

・ 5 年間合法的かつ継続的に

台湾に居住。 

・ 戸籍を有する台湾地域に
居住する国民の配偶者ま

たは子であり、かつ、10 年
以上合法的に居住。 

・ 専門的な仕事に従事し、5

年間合法的かつ継続的に
居住している外国人専門
家。 

・ 3 年間、合法的かつ継続的
に居住している外国人特
定専門家。 

・ 2002 年 5 月 31 日以前に

【永住権】 

・ 永住権申請には、以下のいずれ
かを満たしている必要がある。 

・ シンガポール国民またはシ

ンガポール永住権保持者の
配偶者 

・ シンガポール国民またはシ

ンガポール永住権保持者と
の法的な婚姻関係の中で生
まれた、または法的な養子

となった 21歳未満の未婚の
子供 

・ シンガポール国民の年老い

た親 

・ 雇用パスまたは S パス保持
者 

・ シンガポールで勉強してい
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・ 有効な永住許可証の所有
者である。 

・ 警察によるチェックを受

けている。 

・ 善良な人格者である。 

・ オーストラリアに過去 4年

間以上、継続して合法的に
居住している（その 4 年間
のうち少なくとも 12 か月

は永住者である）。 

・ 過去 1年間にオーストラリ
アに 90 日以上滞在してい

ない期間がない。 

・ 市民権テストを受けて
75％以上のスコアを獲得

し、オーストラリアの価値
観に関する 5つの質問全て
に正しく答えることで、知

識要件を満たす。 

・ オーストラリアに長期滞
在する意思があり、海外滞

在中もオーストラリアと
密接かつ継続的な関係を
維持することを証明する。 

【永住資格を喪失する要件】 

・ 永住ビザ取得者は、以下の理
由により、ビザを失う可能性

がある。 

・ 法的規範に反する犯罪行
為 

・ 公共の利益を害する行為 

・ 不正な手段での入国 

・ 永住ビザ申請時に虚偽の

情報を提供した場合 

・ 永住ビザ申請時に虚偽の
書類を提出した場合 

・ オーストラリア政府の規
則に違反した場合 

・ 経営する事業が、法律や企

業倫理に反することに関
与している場合 

・ ビザの条件に違反した場

より永住権を取得した場
合。 

・ 「刑法」及び「性暴力罪等

の処罰に関する特例法」等
の法律に定める犯罪が確
認され、懲役又は 2 年以上

の懲役の刑が確定したと
き 

・ 過去 5 年以内に、出入国管

理法またはその他の法律
に違反したとして懲役ま
たは懲役の刑を宣告され、

確定した刑期の合計期間
が 3 年以上である場合。 

・ 大韓民国において一定額

以上の投資資格を維持す
ることを条件として永住
権を取得している者等、大

統領令で定める者が当該
条件に違反したとき。 

・ 国の安全、外交関係及び国

民経済等において大韓民
国の国益に反する行為を
したとき。 

 

20 年以上合法的に居住。 

・ 永住には以下の条件を満たす
必要がある。 

・ 台湾に居住し、毎年平均
183 日以上滞在。 

・ 18 歳以上の人。 

・ 性格良好。 

・ 自分で生計を立てること
を可能にする財産、スキル

を持つ。 

・ 台湾の利益に合致してい
る。 

・ 2022 年に、移住労働者が少な
くとも 5 年間中級熟練人材と
して雇用されていると、永住

権を申請可能という変更を行
った。 

【帰化】 

・ 帰化の条件は以下の通り。 

・ 少なくとも 5年連続で毎年
183 日以上台湾に合法的に

居住。 

・ 台湾の法律と自国の法律
に従って行動する能力を

有する。 

・ 警察通関証明書で証明さ
れた悪行や犯罪歴がない。 

・ 自分自身を支え、安定した
生活を送るのに十分な財
産や専門的スキルを持っ

ている。 

・ 中国語に関する基本的な
習熟度と、台湾住民として

の権利義務に関する基本
的な知識を有している。 

【永住資格を喪失する要件】 

・ 以下のいずれかに該当すると
きは、永住許可が取り消され
る。 

・ 申請のために虚偽または
虚偽の情報を提出。 

・ 違法に取得、偽造、または

る学生 

・ 外国人投資家 

・ 永住権付与にあたり、申請者が

シンガポールに貢献し、社会に
溶け込む能力があるか、またシ
ンガポール定住に対する決意

を評価するために、家族のつな
がり、経済的貢献、資格、年齢、
家族のプロフィール、居住期間

などの要素が考慮される。 

【帰化】 

・ 帰化は、下記のいずれかを満た

している必要がある。 

・ 永住権を 2 年以上取得して
いる、21 歳以上の者。 

・ 2 年以上永住権を保持して
おり、2 年以上シンガポール
国民と結婚していること。 

・ シンガポール国民との合法
的な結婚の中で生まれた 21

歳以下の未婚の子供、また

はシンガポール国民の合法
的な養子。 

・ シンガポールで就学してい

る永住権保持者、3 年以上シ
ンガポールに居住している
（うち永住権保持者として

1 年以上）、国家試験に合格
している、または統合プロ
グラムに参加しているこ

と。 

・ 永住権保持者で、かつシン
ガポール国民の高齢の親で

ある。 

【永住資格を喪失する要件】 

・ 永住権獲得者は永住権を獲

得した際、再入国許可書
（REP）が付与される。有効
な REP を持たずにシンガ

ポールを出国、海外に滞在
した場合、永住権を喪失す
る。 
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合 

・ 12 か月を超える懲役刑 

・ ビザの主申請者のビザが

取り消された場合（主申請
者の家族のビザが取り消
される） 

改変された文書を使用。 

・ 司法当局より 1年以上の懲
役刑を科された。ただし、

過失により犯罪した者は
免除される。 

・ 永住期間中、毎年 183 日間

居住していない。NIA より
許可を得ている場合は、免
除される。 

・ 他の国の国籍を回復若し
くは取得し、又は同時に国
の国籍を取得。 

・ 台湾から強制送還された。 

 

2 外国人受入れ及び受入環境整備に係る政策等 

 

2.1 外国人受入れ及び受入環
境整備に係る政策の基本方

針 

・ オーストラリアの移民プログ
ラムは、オーストラリアの経

済、人口統計、労働市場のニー
ズを満たすために、技能移民
に重点を置いて設計されてい

る。 

 

・ 法務部の移民・外交政策本部
において、2018 年～2022 年

の外国人の受入れ・共生のた
めの「第三次基本計画」を策定
している。 

 

・ 国家発展委員会は国内の人口
動態や産業界の人材ニーズを

把握し、移民・労働政策に関す
る最新の国際動向を参考にし
ながら、教育部、経済部、労働

部、華僑総会、関係省庁と連携
し、外国人専門家、留学生、外
国人技能労働者に対する受入

戦略を策定している。 

・ 台湾の第 18 次中期計画「国家
開発計画（110~113 年）」にお

ける発展戦略の一つとして、
経済発展新モデル 2.0 の実施
が掲げられ、その具体的施策

として「新世代の優秀人材の
育成」が上がっている。その中
で、「世界中の人材の受入と育

成」が強調されている。 

・ 移民を始めとする社会包摂と
未来構築のための市民と官民

の 連 携 （ People, Public, 

Private：3P）のパートナーシ
ップを促進することを目的と

して、2009 年 4 月に国家統合
評議会（NIC）が設立されてい
る。 

 

 

2.2 外国人受入れ及び受入れ

環境整備に係る政策の検討・
決定方法等 

・ 移民に関する合同常任委員会

は、移民・市民権・移民サービ
ス・多文化問題担当大臣から
の要請に対応し、2021 年 8 月

に最終報告書を発表、技能移
民制度の合理化を勧告した。 

・ 税関・地域安全・多文化問題担

当大臣補佐官が設立した移民
アドバイス産業アドバイザリ

・ 法務部において、移民政策諮

問委員会を設けており、重要
な移民政策の策定、立案及び
実施に関する専門家の意見を

募集し、反映させるために 15

名以内の委員の選定を行い、
基本方針や長期・短期計画、政

策課題等に関する議論の場を
設けている。 

・ 台湾の全体的な開発を促進す

るため、複数の省庁の大臣が
参加する国家発展委員会
（NDC）が設立されている。

NDC は「高度専門人材の受入
れに関する法律」を制定した
ほか、近年では中技能人材に

対する定着のための方策も議
論している。 

・ 移民受け入れに関する政策の

決定は首相官邸で行われる。首
相 官 邸 内 の National 

Population Talent Division が

他省庁と連携しながら政策の
策定を担当している。政策や規
制の策定に先立ち、国家統合評

議会（NIC）によって関係行政
機関の会議と有識者会議が開
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ーグループは、移民アドバイ
ス産業に関連する事項につい
て、オーストラリア政府に専

門的な助言を提供している。
このグループには、産業界、学
界、地域社会、政府部門から幅

広い代表者が参加している。 

・ 技能移住に関する閣僚諮問委
員会は、産業界、労働組合、州・

準州政府代表、および移民・市
民権・移住サービス・多文化問
題担当大臣が指名するその他

のメンバーからなる三者構成
組織である。 

【二国間協定】 

・ タスマン海峡旅行協定に基づ
き、ニュージーランド国民は、
原則オーストラリアで自由に

滞在・就労することが可能。 

・ EU加盟国のうち 12か国と二
国間ビザ免除協定を締結。 

【大都市圏集中防止策】 

・ 州特定・地方圏移住制度の下
で、特定の州や地方圏におけ

る雇用・居住（歴）を優遇また
は必須にした複数のビザが提
供されている。 

【仲介・マッチング機能】 

・ オーストラリアにおける州立
の職業訓練専門学校である

TAFE は、講座の提供に加え
て、受講生と企業のマッチン
グ機能も果たしている。

TAFE は地域の産業界や企業
と幅広いパートナーシップを
構築しており、受講生のキャ

リアに関する希望を踏まえ
て、希望する業界で事業を行
っているパートナー企業と提

携して、受講生に就業経験を
提供している。 

・ 外国人受け入れ政策に関する
省庁間の委員会である外国人
人力政策委員会では、作業部

会において、従業員や雇用主、
NGO、政府高官ら最大 25 名
程度がメンバーとなってい

る。 

・ 法務部において、新たな政策
等に関する意見聴取の仕組み

を設けている。例えば、2022

年の 6 月には短期訪問ビザや
電子ビザの発行の再開につい

て、国民からの意見聴取を行
っている。 

【二国間協定】 

・ 二国間協定を締結した国（16

か国）の外国人を対象とする
一般雇用許可制を設けてい

る。韓国政府と送り出し国政
府との間の二国間協定とし
て、求職者の選抜要件・方法・

期間と相互の権利義務等に関
する覚書を交わし、送り出し
国政府にも一定の責任がある

ことを明確にしている。 

【大都市圏集中防止策】 

（本調査では確認できなかっ

た） 

【仲介・マッチング機能】 

・ 雇用許可制においては、雇用

労働部が外国人を受け入れる
企業の雇用許可の審査や外国
人の採用を求める企業のリス

トの管理、雇用許可証の発行、
外国人とのマッチング、労働
契約の締結を担当している。 

【二国間協定】 

・ タイ、フィリピン、インドネシ
ア、マレーシア、ベトナム及び

モンゴルとの間で、それぞれ
協定を締結し、製造業と介護
分野を中心に外国人労働者を

受け入れている。 

【仲介・マッチング機能】 

・ 現在仲介業者は労働部から許

可証を得ないと、外国人非熟
練労働者の仲介業務ができな
い。許可証の有効期間は 2 年

で、更新する度に、労働部への
申請が必要である。また、仲介
業者が雇用主から徴収する紹

介費やサービス費、労働者か
ら徴収するサービス費の上限
金額を規定されている。 

・ 「直接雇用総合サービスセン
ター」を設立し、雇用主が仲介
会社を通さずに、自ら外国人

非熟練労働者を雇用するのを
支援している。さらに、「外国
人非熟練労働者協力者アプリ

ケーション」も配信し、スマー
トフォンで、労働者雇用費用
の見積もりや雇用進度の追

跡、外国人非熟練労働者に関
する法案の検索などを行える
ようにしている。 

かれる。 

【大都市圏集中防止策】 

（本調査では確認できなかっ

た） 

【仲介・マッチング機能】 

・ 2021 年 9 月にリテンション・

スキームが導入された。雇用が
終了した労働者で、シンガポー
ルでの就労継続を希望する者

は、リテンション・スキームに
登録される。シンガポール建設
業協会は、労働者と追加人員を

必要とする雇用主とのジョブ
マッチングを促進し、転職プロ
セスの仲介を行う。 

 

2.3 政府内関係機関間の連携 ・ 内務省移民計画・政策機構局 ・ 外国人受け入れ政策に関する ・ 各省庁がそれぞれ行ってきた ・ NIC の後援のもとに結成され  



22 

 

 オーストラリア 韓国 台湾 シンガポール  

では、移民プログラム制度の
規模と構成に関して、内閣に
提言を行う役割を担ってい

る。内閣は提言内容について、
費用と収入の面から検討し、
移民プログラムに関する予算

が決定される。財政的な影響
については、財務省が開発し
た財政影響モデルを用いて評

価する。産業界における評価
については、雇用・職場関係省
が管轄している国家技能委員

会が情報提供を行うほか、財
務省が管轄している生産性委
員会がミクロ経済政策等に関

して助言を行う。上記に加え
移民プログラムの規模に応
じ、社会福祉省と連携し、移民

に関する福祉制度・サービス
に要するコストの算出を行
い、移民プログラムに関する

提言内容に反映している。 

・ 内務省移民英語・言語サービ
ス局が運営する成人移民英語

教育プログラム（AMEP）と、
雇用・職場関係省が運営する、
就職や高度な教育への参加を

目的とした教育・雇用のため
の技能プログラム（SEE）は、
プログラム間での連携が行わ

れている。 

省庁間の委員会である外国人
労働力政策委員会では、作業
部会において、各省庁の高官

等が集まり、非専門職の外国
人の雇用主からの需要や、受
け入れの上限数に関する検討

を行っている。 

・ 雇用許可制の運用の役割分担
について、雇用労働部は外国

人を受け入れる企業の雇用許
可の審査や外国人の採用を求
める企業のリストの管理、雇

用許可証の発行、外国人との
マッチング、労働契約の締結
を担当している。産業人力公

団では韓国入国前の人材プー
ルの管理や認証、入国後の空
港からのエスコートや入国後

の研修の統括、送り出し国に
設置している EPS センター
の運営、入国後の外国人の生

活・就労状況の調査、相談対
応、通訳サービスの提供を行
っている。雇用情報院は、韓国

での就労希望がある外国人
と、外国人を雇用したい韓国
企業のマッチングに向けたシ

ステムを設置・運用している。 

海外人材誘致の窓口を一本化
した、国が運営する海外人材
誘 致 の ポ ー タ ル サ イ ト

「Contact TAIWAN」を設置。 
その役割は、オンライン・マッ
チング・プラットフォーム、個

別相談窓口、採用活動の多角
化（採用イベント等）の 3 点
である。 

た  National Integration 

Working Group for 

Workplaces (NIWG-W) は 政

府、産業界、労働組合のメンバ
ーで構成される。包括的で調和
のとれた職場を促進するため、 
OneWorkplace.sg というイニ
シアチブを実施。 

2.4 政府・他機関間の連携 ・ オーストラリアでは、移民関

連政策について政府に情報提
供を行う NGO が数多く存在
している。これらの組織は各

分野の事業者等の代表機関と
して機能しており、政府機関
はこれらの組織に対して、関

連施策の検討・運用に資する
調査依頼や、情報提供の依頼
を行っている。 

連邦政府と州政府の関係性に

・ 第 3 次基本計画では、移民の

地域社会への積極的な参加を
促すための政策として、自治
体のベストプラクティスを取

集することや、地方自治体と
ネットワークを構築すること
が掲げられている。 

・ 地方自治体で行う政策には、
多文化家族支援法に基づき実
施する多文化家族支援センタ

ーのように、補助金を活用し

・ 外国人非熟練労働者向けの

「24 時間ホットライン」を多
言語で提供している。中央政
府が地方自治体に助成金を給

付することにより、サービス
の提供を行っている。 

・ 人材仲介会社が雇用主及び外

国人非熟練労働者から徴収で
きる手数料の料金項目と金額
基準が定められている。 

・ 職業紹介所は民間事業者であ

り、事前にライセンスの取得が
必要。 

・ 労働省は、雇用する従業員が保

持している資格が本物であり、
認定された教育機関から授与
されたものであることを保証

する一定のガイドラインを発
行している。これらは、バック
グラウンド・スクリーニング会

社という民間企業により検証
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ついては、連邦政府が移民に
対する包括的な支援プログラ
ムを提供している一方で、州

政府においても、州ごとのニ
ーズに合わせた独自の移民支
援プログラムやサービスを提

供している。 

て行う事業もある。暴力被害
を受けた外国人女性を保護す
るために設置するシェルター

も女性家族法で定められてお
り、設置費用の一部について
補助金を活用できる。 

される。 

2.5 外国人との共生のために

講じている施策 

     

(1)外国人に
対して当該

国の言語を
教育する制
度及び外国

人が社会に
スムーズに
定着するた

めの導入教
育 

導入教育 ・ オーストラリア文化オリエン
テーションプログラム：オー

ストラリアへ入国する前の 5

歳以上の難民・特別人道主義
プログラム入国者を対象に 5

日間の期間で提供される。オ
ーストラリアの生活、法律、価
値観などの内容を含む。内務

省が資金を提供し、国際移住
機関（IOM）が委託を受けて
実施している。利用者負担は

不明。 

・ 法務部では留学生や、労働者、
配偶者等を対象にして、入国

後に早期適応プログラムを実
施している。本プログラムで
は、留学生活を成功させるた

めのアドバイスや、キャリア
開発、コンプライアンスの意
識、人権侵害が発生した場合

の救済措置、在留・永住許可制
度や国籍取得、生活情報、法
律、文化、関連する諸制度等に

関する研修を無料で実施して
いる。 

・ 雇用許可制の送り出し国で

は、韓国での就労が決まった
人に対して韓国の労働基準法
や入国後のサポート、セクハ

ラ予防、産業安全等に関する
テーマで教育を実施している
ほか、韓国入国後は各産業別

にある団体が研修を行う。費
用は全額受け入れ企業が負担
する。 

・ 女性家族部では、乳幼児、児
童、青年、大学生、大人、公務
員、兵士、警察、施設職員等を

対象にした多文化理解に関す
るオンライン教育プログラム
や訪問教育プログラムを実施

している。利用者負担は不明。 

・ NIA は、さまざまなイベント
や教材を通じて、新しい移民

がコミュニティに適応するの
を支援するために、地方自治
体に資金を提供している。居

住自治体における就労支援か
ら永住申請に関する情報を含
む 1 日オリエンテーションも

月 1 回の頻度で開催している
（入国後の受講）。利用者負担
は不明。 

・ 非熟練労働者として入国した
場合、労働部より入国の空港
で台湾の法律、生活の基本、相

談先などを紹介する簡単なオ
リエンテーションを行うエリ
アを設けている（入国後の受

講）。利用者負担は不明。 

・ シンガポールで初めて就労す
るワークパーミット保持者は、

Settling-In Programme とい
う 1 日の導入オリエンテーシ
ョンを入国後に受講する必要

がある。プログラム内容は主に
シンガポールにおける慣習・社
会規範、法律、移民の持つ権利、

海外送金、ヘルスケアなど、シ
ンガポールへの理解を深める
とともに、移民労働者が持つ権

利を認識・理解するためのコー
スとなっている。費用は雇用主
が負担する。 

・ シンガポールで初めて外国人
家事労働者として就労する場
合は、Settling-In Programme

を入国後に受講する必要があ
る。これは安全上の注意やシン
ガポールでの生活について教

育を受けるオリエンテーショ
ン型プログラムである。受講費
用は雇用主が負担する。 

・  

 

 言語教育 ・ AMEP：成人移民又は難民・人

道支援ビザにて入国した者を
対象に、無料の英語教育機会

・ 産業人力公団では、雇用許可

制について協定を締結した
16 か国に対して、無料で韓国

・ 教育部の資金によって、外国

人は無料で成人基礎中国語コ
ースを受講することができ

（本調査では確認できなかっ

た） 
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を提供している。入国語に実
施。授業では、英語能力のみな
らず、オーストラリアの文化、

法律、教育システム、医療制
度、交通システム等の情報を
学習者に提供している。就職

のための英語クラスと英会話
クラスの 2 種類のクラスが提
供されている。AMEP には通

学授業、遠隔授業、ボランティ
ア・チューターによる教室外
の授業の 3 種類がある。 

語の教材を配布している。 る。入国後に実施。 

(2)外国人に
対する情報

発信・外国人
向けの相談
体制 

情報発信 ・ サービス・オーストラリアは、
ウェブサイト上において、オ

ーストラリアで生活する移
民、難民、難民申請者を対象と
したページを設けている。英

語を含む 82 の言語で情報提
供が行われている。 

・ 女性家族部では、外国人向け
のポータルサイト（ダヌリ）を

立ちあげ、家庭内、性的暴力の
救済や医療や法律、警察サー
ビスに関する情報提供・相談

サービス、同時通訳サービス
を提供している。 

・ 台湾人雇用主、外国人非熟練
労働者、民間就業仲介機関な

どを対象に外国籍労働者雇用
業務や権益保護及び関連法律
の理解を支援する目的で、労

働部は「越境労働力権益保護
カウンセリングサービス網」
を設置している。 

・  

・ 文化社会青年省は、外国人、永
住権保持者、地元市民への情報

発信のために、 Singapore 

Journey と呼ばれるウェブサ
イトを提供している。 

・ シンガポールの概要から、外国
人向けの就労方法、雇用の権
利、職場の安全、労働条件、関

連法規などの詳細なガイダン
スに至るまで詳細に記載され
たハンドブックが NIC により

発行されている。 

 

 相談体制 ・ オーストラリアにおいては、
外国人が生活の中で直面する

困難に対して、それぞれの問
題に応じた相談窓口が設置さ
れており、各相談窓口につい

ては「Beginning a Life in 

Australia」の中で紹介されて
いる。こうした相談窓口に相

談する際に英語でのコミュニ
ケーションが難しい場合は
TIS National（翻訳・通訳サ

ービス）に電話し、オペレータ
ーに希望する言語を伝えるこ
とで通訳者が手配される。 

・  

・ 法務部では、在留外国人が社
会に適応できるようにカウン

セリングや多言語での情報提
供を行う移民相談センターを
運営している。 

・ 各地域に設置されている多文
化家族支援センターでは、各
国語の通訳・翻訳サービスや、

法律に関する相談、就職のた
めの研修、個人や夫婦でのカ
ウンセリング、子育てのプロ

グラム等を実施している。  

・ 産業人力公団では、雇用許可
制により入国した外国人や受

け入れ企業に対する支援とし
て、EPS サポーターズという
通訳と翻訳を担当する制度を

運用しており、外国人労働者

・ すべての外国人向け及び非熟
練労働者向けの多言語対応の

ホットライン（電話相談窓口）
が開設されている。 

・ 国家発展委員会が設置した

「台湾雇用ゴールドカード事
務所」は、台湾で働く外国人専
門家の採用と支援のための単

一の連絡先として機能してい
る。 

・ 外国人の査証や法に関する相
談先として、シンガポール法学

会のプロボノオフィスと民間
団 体 の Migrant Workers' 

Centre は協働で「フリー・リー

ガル・クリニック」を提供して
いる。 
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と企業のコミュニケーション
の支援を行っている。 

(3)ライフス
テージ・ライ
フサイクル

に応じた支
援 

乳幼児期 ・ 親がオーストラリアに住んで
いる場合、永住ビザやオース
トラリアとの相互医療協定に

含まれる 11 か国の出身の一
時滞在ビザを保有しているも
のは、メディケア （国民健康

保険）のサービスを受けられ
る。 

・ 全ての妊婦は、妊娠すると保
健所で無料で出生前検査、出
産準備のための教室等のサー

ビスを受ける事ができる。 

・ 台湾で生まれた外国籍の新生
児で、居住証明書類を受け取
った人は、生まれた日から国

民健康保険制度に登録しなけ
ればならない。 

・ 固 定 月 収 が 6,000SGD

（606,000 円）以上の S パス保
持者と月に 6,000SGD 以上月

収のある EP 保持者は、シンガ
ポールで子供を出産した際に、
子供のための「配偶者パス」を

申請することができる。 

 

 学齢期 ・ 移民等の就職支援を目的に実

施されている SEE プログラ
ムは、読み書き、数学等のスキ
ル向上を目的としている。 

・ 内務省移民・市民権局が実施
しているユースハブは、社会
的弱者の多い地域や移民の多

い地域を対象として、学校、教
育機関、社会福祉施設、企業グ
ループ、政府などと連携して

運営され、12 歳から 21 歳ま
での若い移民に対して地域に
根ざしたサービスや支援プロ

グラムを提供している。 

・ 内務省移民・市民権局が実施
している若者移行支援サービ

スは、15 歳から 25 歳までの
若い難民・人道支援ビザ保持
者と困窮状態にある移民の労

働と教育への参加を支援して
いる。 

・ 小・中・高等学校において、移

民や留学生など韓国語能力の
低い生徒のために韓国語クラ
スを設置している。学校で韓

国語の授業を行っていない場
合は家庭教師のサポートを受
ける事ができる。また、中退し

た外国人や、自分の特性に合
わせて教育を受けたい外国人
のための多文化オルタナティ

ブスクールも全国で 5 つ運営
されている。 

 

・ 10%または 100 人以上の新し

い移民の子供がいる学校は、
「全国新移民トーチプロジェ
クト」のプログラムを活用し、

下記の取組を実施することが
できる。①新しい移民の子供
の家庭を訪問してカウンセリ

ングを行う②親向け教育指導
③多文化イベントの開催④学
校内の教育方法の検討会⑤教

師向け多文化研修⑥新しい移
民の子供向け中国語追加支援
⑦多文化教材の制作⑧学校独

自で制作した多文化教材を用
いた全国教材賞への申請⑨母
国語研修。 

・ 小学校入学時に行われるスク

リーニングを通じて、英語力が
不足していると判断された生
徒を対象に、小グループで、毎

日 30 分の補修レッスンが実施
されている。 

・  

 

 青壮年期 ・ 大学生のメンターと外国人大
学生を一対一でマッチングす

るメンタリング制度を設けて
いる。 

・ 外国籍もしくは中国大陸籍の
配偶者については、一般外国

人と異なり、就業許可なしに
台湾で働くことが可能である
ので、その人たちのために、就

業支援を行っている。 

・ 永住権保持者及び国民に対し
て職業能力訓練プログラム

「SkillsFuture」が提供されて
いる。 

・ 雇用主は移民労働者、移民家事

労働者、S パス保持者への医療
保険に加入することが義務付
けられている。 

・ 外国人労働者雇用法の下、雇用
主は、家事労働者を含め、雇用
されている移民労働者が適切

な住居に住むことを保証しな
ければならない。労働省は、住
居に関するガイドラインを策

定しており、雇用主は、ガイド
ラインに記載されている要件
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が満たされているか確認する
必要がある。 

 高齢期 ・ オーストラリアの年金制度に
は、スーパーアニュエーショ
ンと老齢年金がある。前者は

主に確定拠出型の年金制度で
あり、一時滞在ビザ保有者が
オーストラリアで働いている

間にスーパーアニュエーショ
ンを獲得した場合、オースト
ラリア出国後に、獲得したス

ーパーアニュエーションを受
け取る権利がある。後者は国
内に 10 年以上居住し、年金請

求時に国内に居住しているこ
とを要件に支給される。 

・ 一定の所得水準を満たす場
合、韓国人と結婚し韓国に居
住していること等を要件に国

民生活保障給付金が支給され
る。また、韓国に居住する外国
人は、国民と同様に国民年金

の対象となる。つまり、職場で
労働者として働く 18 歳から
60 歳までの外国人が年金の

加入者となる。 

・ 健康保険の保険料滞納の防止
を目的に健康保険料を納めて

いない外国人に対してビザの
延長を制限することに加え、
滞納者には医療や介護費用の

全額負担を求めている。 

・ 永住権のある外国人高齢者
は、台湾人高齢者と同じ特権
を有することができる（マッ

ケイ・プロジェクト）。 

・ 永住権保持者は積み立て年金
制度 CPF への加入が義務付け
られている。 

 

(4)共生社会
の基盤整備

に向けた取
組 

専門人材 ・ AMEPの教師には学士号又は
それに相当するものが求めら

れている。加えて、TESOL

（ Teaching English to 

Speakers of Other 

Languages） 修士号取得又は
これと同等の要件を満たすこ
とも求められており、教育実

習の要件も課されている。 

・ AMEP のボランティア・チュ
ーターには特段の資格は求め

られていないが、各 AMEP 提
供機関が実施する 15 時間の
研修を受講する必要がある。 

・ 多文化社会専門家：自治体公
務員研修や各地で実施される

研修講師を務める。法務部が
指定する養成課程を修了し実
務経験のある者が講師として

認定される。 

・ 多文化理解教育専門講師：多
文化家族支援センター等の職

員に対する研修を担当。女性
家族部が管轄し、国家生涯教
育振興院で人材管理を行う。 

・ 外国人向けのオリエンテーシ
ョンや地方政府の相談窓口な

どには、通訳者が配置されて
いる。通訳者のほとんどは外
国人が担当している。各機関

は各自のニーズに応じて、外
国人の通訳者を訓練してい
る。 

・ 外国人労働者を支援する NGO

が数多く存在する 

 

 生活実態を
把握する取

組 

・ オーストラリア移民継続調
査：2009 年以降にオースト

ラリアに入国した、あるいは
永住ビザや暫定ビザを取得し
た家族移民や技能移民の労働

市場における成果を測定して
いる。調査に参加する移民は、
労働市場の状況の変化をとら

え、移民がどのようにオース
トラリアの労働力に統合され

・ 産業人力公団では、雇用許可
制により入国をしてきた外国

人に対して、韓国に入ってか
ら 3 か月間、どれだけ韓国に
馴染めているかのモニタリン

グを行っている。 

・ 多文化受容性調査：3 年に一
度、女性家族部が実施。文化の

開放性、国民性、固定観念と差
別、同化への期待、拒絶・回避

（本調査では確認できなかっ
た） 

・ 外国人労働者の雇用状況を理
解するため、2018 年に労働省

がワークパーミット、S パス保
持者を対象に調査を実施した。 
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たかを測定するために、定住
から 6 か月後、18 か月後、30

か月後の段階で調査を受け

る。 

・ スキャンロン財団研究所は、
多様化するオーストラリアの

移民プログラムが社会に与え
る影響について理解を深める
ことを目的に、社会的結束、移

民、人口問題についての社会
調査である社会的結束に関す
る調査を実施している。 

感情等についてアンケート調
査が実施され、スコア化され
る。 

・ 移民の在留資格と就労に関す
る調査：15 歳以上の外国人 2

万人と帰化をした人 5000 人

を対象に雇用や教育、住宅、生
活環境、所得、消費等に関する
アンケート調査。 

・ 法務部が韓国統計庁と連携を
して、移民の生活環境と労働
力に関する調査を実施。 

 啓発月間等 ・ クイーンズランド州政府は、
毎年 8 月を Multicultural 

Queensland Month に設定し
ている。 

・ 毎年 5 月 20 日を国際デー、
国際デーから 1 週間を「国際

人間週間」と定めている。全国
の自治体では国際デーのお祝
いを開催するなど、移民の理

解と意識を高める活動を積極
的に推進している 

・ 外国人の効果的な統合を推進
するために、さまざまなキャ

ンペーン、イベント、フォーラ
ム、フェスティバルなどが、複
数の政府および非政府機関に

よって組織されている。例え
ば、フィリピン人出稼ぎ労働
者のために、毎年「フィリピン

独立記念日・移民労働者記念
日合同祝賀会」が催されてい
る。 

・ 社会的統合の問題に取り組む
短編映画が制作されている。 

・ 春節の時期の中国人のための
イベントや、文化的多様性を理
解するためのウォーキング・ワ

ークショップが開催されてい
る。 

 

 白書等 （本調査では確認できなかっ
た） 

（本調査では確認できなかっ
た） 

（本調査では確認できなかっ
た） 

・ NIC はシンガポールの社会統
合に関する報告書を発表し、新
たにシンガポールにやってき

た人々が容易に地域社会に溶
け込めるよう、主要機関や政策
によって行われた取組をまと

めている。 

 

 

3 外国人受入れ及び受入環境整備に係る考察 

 

3.1 外国人受入れ及び受入環
境整備に伴う経済的影響 

・ 外国人労働者を対象とした移
民プログラムは、労働参加率

と雇用を増加させる。これは
移民の特徴がオーストラリア
生まれの人々と異なるためで

ある。 

・ 今後 35 年間は、移民が雇用の
増加を牽引することになる。

また、移民は働き盛りの年齢
層に集中し、比較的高い教育

・ 雇用許可制の導入により、韓
国の中小企業は必要な労働力

を合法的に手当てすることが
可能になったとする研究があ
る。 

・ 2016 年における外国人労働
者の経済効果は総額で 74.1

兆ウォン、2026 年には 162.2

兆ウォンであり、外国人労働
者の導入は、生産のみならず

・ 政府は台湾への才能ある人の
移住を奨励するため、2018 年

2 月に外国人専門家を台湾に
滞在、就労させるための高度
専門人材の受入れに関する法

律を施行した。 

・ 外国人労働者の受入れがなけ
れば毎年 1.5％の GDP 成長率

が失われる可能性があるとい
われている。また、外国からの
投資や人材を呼び込むことが

できなければ、多国籍企業も含
めて、経済の効率や活力は低下
し、その結果、失業率も高くな

る可能性が高いとされている。 

・ 2020 年度の外国人労働者数は
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を受けているため、雇用率に
プラスの影響を与えるとする
報告がある。 

・ 技術移民の増加が労働参加率
と生産性向上に結びついてい
ること、人種の多様性がイノ

ベーションに貢献しているこ
と、移民による人口増加が消
費の拡大に寄与し、さらなる

雇用を生むという好循環が生
まれていることを指摘する報
告がある。 

・ オーストラリアの移民政策
は、長期的な人口増加政策で
あり、参加、生産性、人口を高

めることにより経済成長を実
現してきたとされる。 

消費も増加させ、GDP に寄与
するとする研究がある。 

・ 外国人労働者の受け入れによ

り、必要な生産年齢人口が維
持できる場合には、2060 年の
潜在成長率は 2.1％となり、現

状の予測値より高くなるとす
る報告がある。 

・ 移民の流入が雇用の総量を減

らすエビデンスはないとする
一方、単純労働業務について
は、若干の減少傾向が見られ

るとし、移民の流入が国内雇
用の全体的な習熟度の向上に
向けて効果を上げていること

を示唆する研究がある。 

流入よりも流出が上回ったこ
とを受け、労働省は、外国人労
働者をシンガポールに呼び戻

す必要があると主張している 

3.2 外国人受入れ及び受入環
境整備に伴う社会的影響 

【教育】 

・ 移民はオーストラリア生まれ
の人々よりも高いレベルの教

育を受けているとする報告が
ある。 

【社会保障】 

・ 社会保障制度に与える外国人
の影響は、その年齢層によっ
て大きく異なるとする報告が

ある。技能を持つ若い移民は
税収に大きく貢献する一方
で、給付金や政府支出への影

響は少ない。一方、親ビザの取
得者は病気や障害を持つ可能
性が高く、雇用機会も少ない

ため、オーストラリアの医療、
高齢者介護、社会保障制度に
かなりの負担をかけている。 

【治安】 

・ 移民人口の増加は、近隣の暴
力犯罪の増加にはつながらな

いとする報告がある。ただし、
言語的、宗教的に多様な地域
は、暴力犯罪の発生率が高い。 

【教育】 

・ 韓国国民の子供と外国人の子
供の間には教育格差があり、

家庭の経済格差が原因で外国
人の子供の方が教育水準が低
い。また、移民が多く居住する

地域では子供の学力が低い傾
向にあることや、小学校の教
師が文化の違いから、移民の

生徒のための指導が困難であ
ることを示した研究もある。 

【治安】 

・ 移民の増加に伴い、犯罪数も
増加する傾向にあり、移民の
犯罪への懸念や移民が密集す

る地域の治安不安への対応に
関する国民からの要請の声が
あがっている。移民の犯罪の

減少策として、言語と文化教
育を強化する必要性が示され
ている。 

【治安】 

・ 2021 年には移民労働者が関
与する刑事事件が 3,608 件あ

り、このうち公共の危険を伴
う犯罪は 32.1%、次いで薬物
犯罪が 20.1%、窃盗が 10.3%、

詐欺が 9.9%と続いた。 

【社会保障】 

・ 外国人家事労働者はシンガポ
ールにおける女性の社会進出

を後押ししてきた。加えて、近
年では高齢者介護の重要な担
い手となっている。 

【治安】 

・ ワークパーミット保持者の人
数当たり検挙率はシンガポー

ル国民よりも少ない。 

・ 女性家事労働者に対する雇い
主からの暴力を受ける傾向に

あるが、被害者が保護や支援を
求める先がないことが問題と
なっている。 

・ 外国人家事労働者に対する職
業紹介所（EA）による搾取や顧
客ニーズとのミスマッチなど

が社会的に問題視されている。 

 

3.3 外国人受入れ及び受入環 ・ 世論調査によると、オースト ・ 5000 人の成人と 5000人の未 ・ 世論調査によると、台湾人は ・ 意識調査によると、シンガポー  
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境整備に対する国民感情、世
論、ニーズ等 

ラリア人の半数近くが移民を
減らすべきだと考えている
が、熟練労働者や難民など最

大の移民集団に対しては、否
定的な意見よりも肯定的な意
見が多い。 

・ 世論調査によると、移民の流
入数が「ほぼ正しい」、「少なす
ぎる」と答えた国民は 64％、

流入数が「多すぎる」と回答し
た国民は 34％であった。ま
た、国民の約 84％が「多文化

主義がオーストラリアにとっ
て良いことである」という見
解に同意している。 

・ 国レベルの移民統合政策を評
価している MIPEX では、65

点で総合 9 位。 

成年者を対象にした調査によ
ると、外国人の受け入れに対
する受容度は過去最も高い水

準にあることが示された。 

・ 意識調査によると、国民の
44.4%が多文化な国家を好む

と回答。57.1%の国民が異な
る人種、宗教、文化からの外国
人を受け入れることには限界

があると考えており、48.9%

が国内の移民の数が増えるに
つれて犯罪率が上昇すると回

答。 

・ 出身国や移民の経済力等によ
り、回答は変わる可能性があ

り、文化的に類似した、又は経
済的に発展した国からの移民
に対する受容度は高いとする

報告もある。 

・ 国レベルの移民統合政策を評
価している MIPEX では、56

点で総合 18 位。 

外国人の熟練労働者に好意的
だが、東南アジアの外国人労
働者には否定的である。台湾

が東南アジア諸国からの外国
人労働者を奨励すべきである
ことに同意したのは回答者の

わずか 8.4%だった。 

 

ル国民の 53％は移民労働者が
国の文化や伝統を脅かしてお
り、52％は移民労働者が国内の

犯罪数増加に繋がると回答。 

・ 同調査によると、回答者数の
50%以上が移民流入によって

犯罪率が上昇したと考え、37%

は移民が多くの犯罪を起こし
ていると答えている。 

・ シンガポール国民・永住権保持
者を対象にした調査によると、
「移民は新しい考えや文化を

もたらし、シンガポール社会の
ダイバーシティを強化する」と
いう問いに対して、73.1%が賛

成と回答。移民労働者がシンガ
ポール国民の仕事を奪うこと
にどの程度同意するかという

質問に対しては、75.4%が同意
すると回答。 

3.4 その他外国人受入れ及び

受入環境整備に伴う諸問題
及びその対応策 

・ 内務省は不法な非市民を入国

管理局へ拘留する、オースト
ラリアから退去させる、退去
費用を請求する等の措置を講

ずることができる。2020 年 6

月 30 日時点において、オース
トラリアに滞在する不法な非

市民の数は、7 万人と推定さ
れている。 

・ テロ対策調整センターが、豪

州のテロ防止・対策に関する
あらゆる取組を統括してい
る。 

・ クライム・ストッパーズは、国
内の犯罪報告ツールであり、
犯罪解決や犯罪防止において

警察機関を支援するため、地
域社会から提供された情報を
収集している。 

・ 2012 年以降、オーストラリ

・ 2021 年時点で約 40 万人の不

法滞在者がおり、韓国に滞在
する外国人の約 20％が不法
滞在者である。 

・ 法務部は不法滞在の削減を目
指して警察庁と連携を行い、
外国人密集地域と特別取締地

域を指定し、当該地域内の不
法行為発生環境の持続的な把
握やパトロール等の取組を行

っている。また、自発的に出国
する不法滞在者の反則金の免
除や入国禁止期間の短縮等を

行い再入国の機会を付与する
「不法滞在外国人特別出国制
度」も設けている。 

・ 雇用許可制では一部の国（現
在はベトナムのみ）において、
送り出し機関で保証金をと

り、帰国後に外国人に返金す

・ 台湾では外国人労働者の逃亡

が課題になっている。例えば、
ベトナムからの労働者は逃亡
率が高かったため、ベトナム

政府は、帰国した労働者が｢行
方不明者｣であった場合、罰金
と一定期間の再出国就業禁止

の罰則を課すこと、台湾・ベト
ナム間で行方不明者に関する
情報交換をすること、といっ

た対応策がとられている。 

・ 外国人非熟練労働者は当初予
定していた雇用期間が終了し

た後、不法滞在者へと移行す
るケースが多い。行方不明に
なる理由として、「他の外国人

非熟練労働者からのそそのか
し」が最も高い。 

・ 不法移民の強制送還に関して

は、特に収容中の逃亡が問題

・ シンガポールでは、不法入国者

とオーバーステイを含む移民
法に反する者を移民法違反者
と呼ぶ。2021 年の不法入国者

は56人、オーバーステイは299

人であった。予防措置として、
入国管理局は国境管理を徹底

し、内務省と協働し、内陸部で
の取り締まり強化をするなど
の取組を行っている。 

・ マレーシア出身者以外の WP

保持者を雇用するごとに雇用
主は保証金の支払いが義務付

けられている。これは、移民労
働者の雇用が終了し出身国に
帰国すると雇用主に返金され、

雇用主にとって移民労働者が
逃亡や不法滞在などしないよ
う管理責任を全うするインセ

ンティブとなっている。 
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アからシリア又はイラクの紛
争地域に約 230 人が渡航して
いる。これらの人物の将来的

な帰国が国家安全保障上の懸
案となっていた。連邦政府は
そうした懸案に対し、例えば

2019 年対テロリズム（暫定
入国拒否命令）法では、暫定入
国拒否命令と帰国許可の 2 つ

の権限を内務大臣に付与して
いる。 

る仕組みを作っている。不法
滞在の防止のために、帰国後
の就労支援も行っている。 

・ 2016 年に初のテロ対策関連
法が制定された。同年、設置さ
れた国家テロ対策センターは

全ての行政機関を統括・調整
するために設置された関係機
関の公務員で構成される。 

になっている。拘置所に関す
る視察調査では、非行少年の
扱い、捜査の秘密、被収容者の

移送時の安全、人権を侵害し
ない監視カメラの使用、トラ
ンスジェンダーの被収容者の

扱い、成人と少年の分離、緊急
通報システムなどの問題が指
摘されている。 

・ 個人が国家の安全保障に脅威
を与えると判断された場合、大
統領の同意を得て、内務省は令

状なしに逮捕・拘留を命じるこ
とができ、無期限に拘束命令を
更新することが可能である。 

・ シンガポールのイスラム学者
や教師で構成されるボランテ
ィア組織「宗教リハビリテーシ

ョングループ」は、宗教的概念
や過激化の指標について話し
合う上映会や外国人家事使用

人との対話会などの地域イベ
ントを開催している。 

※各国・地域によりカテゴリーの区分に関する考え方が異なり、また定義等が明確ではない場合もあるため、あくまで目安としての比較表として作成した。 

 

 


